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開 会 の あ い さ つ

所長 山 本 寛

つ

'、

所長の 山本で ござい ます。開会にあた りま して,一 言 ご挨拶 を申 し上 げたい と思

います。

本 日は,「21世 紀 をめ ざす電源ベ ス トミックス と分散型電源」とい うテーマで,当

エ ネル ギー総合工学研究所の第6回 の シンポジウム をご案内 申 しあげ ま した とこ

ろ,か くも多数の皆様方の ご参集 を得 ることがで きまして,誠 にあ りが とうござい

ます。

エネル ギー供給 にお きます電力の比重は,21世 紀 を展望 いた します と,着 実 に増

大 してい くことが予想 されてお ります。 この ような背景の もとで国内エネルギー資

源 に極めて乏 しいわが国にお きましては,経 済性 とセキュ リティを考慮 した電源ベ

ス トミックスを求めてい くことが極めて必要な ことでござい ます。このため,官 民

におきまして,コ ジェネ レー ションに関する技術開発や導入,あ るいは太陽光発電

や風力発電 な どの中小規模の分散 型電源の技術開発が進め られてお ります こ とは,

皆様方すでにご高承の とお りでございます。 またこの ような中小の分散型電源 の導

入によ りまして,い ろいろ生ずる と思 われ ます系統連系 にかかわ る諸問題 につ きま

しても検討がなされている ところでご ざい ます。

私共の研究所 といた しま しては,今 日までにNEDOの 新エネルギー導入 ビジ ョ

ン調査 の うちの燃料電池関係 の一部 の調査,あ るいは資源エネルギー庁,NEDO

の行なわれ ました公散型新発電技術実用化実証研究,あ るいは石 油 トータルエネル

ギー システム というよ うなテーマ につ きまして,い ろいろ調査研 究の一端 に関与さ

せ ていただいてまいってお ります。

そのよ うな,私 どもの研 究所がいろいろや ってまい りましたことを踏 まえまして,

一昨年 のシンポジウムにお きましては
,「熱 ・電力併給 システムの開発 と課題」とい

うテーマで シンポジウム を開いている次第でございます。

本 日は,皆 様 ご承知の クールウォー タ ・プ ロジェク トに関 しいろいろ技術開発 に

あたってお られ,ま た,分 散 型電源の開発 につ きま して も,先 駆的な仕事 をしてお

られます,ア メリカの南カ リフォルニア ・エデ ィソン社 のエ ンジニア リング と建設
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担 当の副社長であられ ますデ ィーチ さんをお迎 えいた しまして,ア メ リカの状況に

つ きましてのご講演 をいただ きます とともに,わ が国の この方面の技術開発の展望

につ きまして(財)電 力中央研究所の上之薗理事 か らお話 を承 ることになってお りま

す。 さらに,お 手許 に差 しあげてございますプ ログラムに従 いまして,資 源エネル

ギー庁 の薦田さん,新 エネルギー総合開発機構の伊藤 さん,そ れか ら私 どもの研究

所の茂田,以 上の3人 の方か らの三つの報告 をご披露いたす ことになってお ります。

終 りまでご静聴 いただければ,大 変幸せに存ず る次第でございます。

一言 ご挨拶 を申しあげ ました。(や まもと ゆたか)
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来 賓 の あ い さ つ

資源エネルギー庁 官房審議官 逢 坂 国 一・

,

)

おはよ うございます。ただいまご紹介 いただ きました資源エネル ギー庁の逢坂で

ございます。

「21世紀 をめ ざす電源ベ ス トミックス と分散型電源」のシンポジウム開催 にあた

り,ご 招待 いただ きました者 を代表 いた しまして,一 言 ご挨拶 させていただ きたい

と思います。

ご承知 の通 りわが国はエネルギーの石油依存度及び輸入依存度が諸外国に比べ て

大変高 いとい うことで,脆 弱なエネル ギー供給構造 といわれてお ります。 これを克

服す るために,官 民 をあげて原子力,石 炭,自 然エネルギー等石油代替エネルギー

の開発導入について,こ れ まで熱心 に進めて まい りました。 このよ うな努力は,最

近の統計が示 します ように,大 変効果 をあげて きてお り,そ の成果は着実 に上が っ

てきていると私 どもはみてお ります。

一つの例 として
,石 油依存度はオイル ショック前は75%で したが,昨 年の統計で

は60%で,昭 和40年 頃 まで回復 した,つ まり依存度が下がって きた とい うことで ご

ざいます。最近の状況は,ご 承知 の通 り,石 油価格 の低下 もあ ります し,エ ネル ギ

ー需要の伸 び も比較的緩慢 とい うことで
,全 体 としてエネルギー供給 の安定性 とい

う問題 も重要ですが,そ れ よ りは もっ と経済性 という面 を強調する,ま た併せ て安

定性 と経済性の ミックス といいますか,そ うい う観点か ら検討 して,エ ネルギー相

互間のベス トミックス とい う,ま さにこのシンポジウムで取 り上 げたテーマが中心

になって,エ ネルギー競合の時代に入 って きているのではないか,そ うい う認識 を

している ところでござい ます。

このよ うに考 えます と,今 後 どのよ うに新 しいエネルギーの導入 をもってい くか

というこ とが重要 な課題で あると考 えられます。一方,需 要面でござい ますが,今

後高度情報化社会へ と進展す るで しょうし,ま た省エネルギーに適 した産業構造,

軽薄短小 とい う言葉 に代表 されるような産業構造 に転換 してい くで しょう。 このよ

うに社会が変化 してい くこ とにな ります と,ど うして も便利で使 い易い電力のウェ

ー トが高 くなってい くことになろ うか と思 います
。国内的には以上の ような傾 向
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ですが,転 じて,国 際社会 における日本の位置づ けの観点にたちます と,世 界経済

の1割 は 日本が担っている,こ うい うことにな ります。 また,世 界有数のエネルギ

ー輸入国であ り,多 消費国で もあ ります。 したがって,国 際的な責務 もだんだん と

大 きくなってい く,こ うい う状況 にございます。

こんなことを考 えます と,こ れか ら迎える21世 紀には,エ ネルギーの面か らどう

い うことをわれわれは考 えなければならないのか,ど うい う政策 を とらなければい

けないのか,官 民それぞれが どうい う役割 で協 力 して,努 力 していかなければ なら

ないのか,と いった問題 につ きまして,や は り一つの考 え方 を出 してみたい,こ う

い うことが方々でいわれてい るわけで ございます。資源エネルギー庁 といた しまし

ては,今 年末 をめ ざしまして,21世 紀のエネルギー ビジ ョン とい うものを作成すべ

く,民 間の ご意見を拝聴 しながら,作 業 を進めてい るところで ござい ます。 この よ

うな状況の下で,こ の シンポジウムのテーマが,「21世 紀 をめ ざす……」とい うこと

で,誠 に時宜 を得 た ものだと思 います し,こ こで議論 され,得 られた成果 とい うも

のは,私 どもの検討の役 に立つ,示 唆 を含 んだ ような ものになるのではないか と期

待 しているところで ございます。

本 シンポジウムの焦点は,コ ジェネレー シ ョン ・システム,燃 料電池,太 陽電池

等の小型分散型電源 に当て られている と聞いてお ります。この種の分散型電源 とい

うものは,私 が 申し上げるまで もな く,色 々な利点がございます。 しか し,同 時に

既設電力 システム との調整 とい う問題がここにあるわけでございまして,先 般,資

源エネルギー庁 におきま して,コ ジェネ レー ションの運営 に関す るガイ ドラインと

い うもの を作 った ところで ござい ます。今後,資 源エネルギー庁の施策 としては,

この線 に沿 った方向で進むこ とになると思 いますが,こ のシンポジウムで もこのガ

イ ドラインあるいはこれ に伴 います いろいろな問題 について議論 され るとい うよう

に聞いてお ります。 これか ら21世 紀 に向けて,コ ジェネ レー ションあるいは独立分

散型電源の導入 というこ とが きっと重要 な問題 とな ります し,こ の導入が促進 され

ることによって,経 済面 も向上する と思 います。同時に また技術開発 もそれに伴 い

まして進展す るのではないか と期待 してお ります。

そ うい う意味で,こ の シンポジウムでの議論 によって分散型電源 についての関係

者の理解 が進む と同時に,多 大の進展 のあらんことを期待 いた します。

以上期待 を込め まして,簡 単では ございますが,私 の挨拶 とさせ ていただきます。

どうもありが とうございました。(あ いさか くにかず)

4



基調講演一1

21世 紀 をめ ざす 電 源 ベ ス トミ ックス

一今後の電源計画 と研究開発のために一

南 カ リフォルニア ・エ ジソン社

副社長 ロ バ ー ト ・デ ィ ー チ

レ つ

1 ⊃

は じ め に

おはようございます。今 日,こ のシンポジ

ウムにおきまして素晴らしい日本の皆様方の

前でお話で きますことを大変光栄に思 ってお

ります。南カ リフォルニアのビジネス環境 と

いうものは 日本 とは異なる面 もあると思いま

すが,互 いに学び合 うことも多いかと思いま

す。何故ならば,ご 承知のように他のアメリ

カの会社 と共に日本はクールウォータ ・プロ

ジェク トの私 どものパー トナーになってお り

まして,石 炭ガス化複合発電技術開発におけ

る日本のパー トナーぶ りは大変素晴 らしい も

のでございます。

さて,今 日私は四つの相補い合 う分野につ

いてお話 し申し上げたいと思います。

まず最初にアメリカの電気事業の歴史的な

展開をお話 し申し上げたいと思います。まず

最初に1970年 以前にどうであったかをお話 し

申し上げた上で,第 二に,こ の10年 間の展開

をお話 し申し上げたい と思います。その最初

が1973年 の石油輸出禁止でございまして,そ

の後 どのような付加的な要素が見 られたか,

そして現在 も我々電気事業者がどのような影

響を受けているかについてお話し申し上げた

いと思います。第三に,私 ども南カ リフォル

ニア ・エジソン社(以 下エジソン社 と略称)

が非常に大胆に積極的に行なっております電

源の多様化についてお話 し申し上げたい と思

います。そして第四に,再 生可能,代 替エネ

ルギーの開発戦略につ いてお話 し申し上げ

たいと思 います。最後 に私の結言 といた し

ま して,経 験に基づ いた将来の展望 につ い

てお話 し申 し上げ,そ して質問が ございま

したら,是 非受 けさせていただきたい と思い

ます。

/注)1.原 題は,"GenerationOptionsforthe21stCentury:

ImplicationforPlanningandResearch"

2.RobertDietch氏 の略 歴

1938年 ミシガ ン州 に生 まれ る。

サ ンデ ィェ ゴ州 立大 及び南 カ リフ ォルニア大 で電 気工

学 を学 び,南 カ リフ ォルニア エ ジ ソン社に 入社。

以 後22年 間同社 に勤務,現 在,技 術 及び建設部 門担 当

の副 社長。

3.和 訳掲 載 は著者 の 了承を えて行 うもの で,和 訳は茂 田

省吾 と大森 栄一 が当 たった。

1.南 カ リフォル ニア ・エ ジソ ン社の概要

まず,エ ジ ソン社 につ いて ご紹 介 したい と

思い ます が,供 給エ リアは 日本 の三分の一 に

相 当す る5万 平方マ イルで ご ざい ます。 そ こ
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一

に住む人口は950万 人で して,1985年 の会社

の総資産は125億 ドルでした。そ して総発電設

備容量は17,776MWで,収 入517億 ドルを計

上 してお ります。アメリカにおきまして,い

わゆる私営電力会社の中では売上げ,発 電能

力 とも第一位で ございます。 また需要家数 に

お きまして も私 どもの会社が第一位でござい

ます。 またカリフォルニア州及び全米の電力

会社のなかで,研 究開発への支出の点でも私

どもが トップをいってお りまして,こ れは私

どもの会社の伝統になってお ります。私 ども

の会社は研究開発,そ して先進技術の応用の

分野でアメリカにおいてペースセ ッタの役割

を果た して きたと自負してお ります。

2。 歴 史 をふ り返 って

歴史的な転換 を見るにつ きましては,ま ず

1970年 代後半について考 えることが必要だろ

うと思います。当時の業界がどの ような期待

を持っていたのかについてまずお話 し申し上

げたい と思います。そうした上で始めて過去

数年間の動 きというものがよく理解できると

思います。

図1及 び図2は 全米の発電々力量ないし発

電設備容量の成長率の推移 を示 したもので

す。
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アメリカの電気事業 は50年代 と60年代には

驚異的な成長を享受 して きました。当初の成

長率は平均7%で ございました。とい うこと

は,す なわち10年 ごとに発電設備容量 を倍増

させなければならなかったわけです。 こうい

った環境にありまして,電 力業界では非常 に

野心的かつ積極的に建設を行ない,そ うする

ことによって顧客の需要をみたしサービスの信

頼性 を維持 しようとしたわけでございます。

当初の技術の進展,あ るいはスケールメリッ

トを考 えます と,大 型の発電所に大変 メリッ

トがあると考えられてお りました。当時の電

力業界は限界費用もどんどん下がってお り,

エネルギーの供給は十分でコス トも安いとい

う状態で した。 したがって,将 来について不

安 を持つ者はな く,理 想的な状況であったわ

けです。電源計画では専 ら供給の適切性 にそ

の主点がございました。典型的な5百 万kWの

電力系統でございます と,1年 間に7%の 成

長ですから,2年 ごとに新たに100万kWの 発電

設備 を増設することが必要でございました。

しかし,当 時の7%の 成長率に対 しまして,

今 日の成長率は2%に なってお りまして,以

前のよ うな増加傾向はな くなっております。

図3は 発電々力量のエネルギー供給源別構

成を示 した ものでございます。
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73年 以 前の こ とですが,エ ネル ギー の供 給

は十分 で コス トも安 く,そ の結 果,ア メリカ

電 力業 界はエ ネルギーの供給源 を余 りに も石

油 に依 存 し過 ぎてい ま した。他 の電 力会社 と

同 じよ うに,私 どものエ ジ ソン社 も,石 油 火

力 あるいはガ ス火力に大 きく依 存 していたわ

けで ご ざい ます。73年 にエ ジ ソン社の それ ら

への依 存率 は67%で ご ざい まして,当 時の業

界平均 の35%よ り もは るか に大 きか ったわ け

で ご ざい ます。現在,ア メ リカの電 力業 界の

石油及 びガ スへ の依 存率 は17%ま で 下 がって

お ります。

3.前 例のないほどに不確定で激変 した10年

60年代後半にな ります と,電 力業界の経営

環境が変わってまい りました。限界費用も従

来は下がっていたものが上がってまいりまし

た。これは70年 代の石油危機以前にすでに始

まっていたことであ ります。 こうした変化を

研究 していた人たちはこの転換の理由を二つ

挙げてお ります。

まず第一に,大 型の集中型発電所がもたら

したスケールメ リッ トに限界が見えてきた と

いうことだ と思います。1960年 代に入 ります

と,そ れまでの趨勢 というものは逆転いた し

まして,小 規模のプラン トのほ うが有利であ

るということが言われるようになりました。

このような状況におきまして,経 営状態の良

い会社でさえも複雑な建設プロジェクトを維

持するということが大変大きな負担になって

きたわけであります。

第二に環境保全 ということで環境対策費が

急増 してまい りまして,そ れが発電コス トに

大きな影響 を与えるようになりました。以前

は環境対策費はほとんど無視できるようなコ

ス トでございましたが,そ れが70年 代には5

%に なり,そ してさらに35%に なったわけで

あ ります。同 じようなコス ト増加 というもの

がメンテナンス,あ るいは運転 コス トについ

て もみ られたわけであ ります。

しか し,変 化はこれにとどま りませんでし

た。1973年 にアラブ諸国が石油の輸出を禁止

いたしました。その結果産業界は目を覚 まさ

れたわけであります。すなわち輸入石油に過

度に依存することはあまりにも危険であると

い うことに気づいたわけであ ります。短期間

の後に,そ して多くの石油業者が驚嘆す る中

で,石 油価格は4倍 にも暴騰いた しました。

(図4)そ れに対 し石油消費量の方 は一向

に下が ることはなく,そ の後5年 間にわたっ

て さらに増 え続 けて きたわけであ ります。

1977年 春のアメリカの1日 当た りの輸入量は

$/bbl
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7



850万 バ レルにも達 しました。エネルギー需要

の46%を それで賄なってお りまして,こ の850

万バレルの大半はペルシャ湾岸からきていたわ

けであ ります。そ ういった警告的な状況に大

統領が気づ きまして,エ ネルギー 自立計画を

始めたわけであります。大統領はエネルギー 自

立のための追及とい うものは戦争 と精神的に

は同じくらい大変なものであると我々に働 き

かけたわけでございます。その当時のプログ

ラムの目標は85年 までに石油輸入量を半分に

す るということで した。業界に対 しても国内

のエネルギー生産を増や し,石 油輸入は減 ら

す ように強 く要請されたわけであ ります。

当初 この目標は大変難 しいものであると考

えられておりましたが,予 想に反 しまして,

このゴールは達成され ました。昨年でござい

ますが,1日 当たりの輸入量は420万 バレルに

なってお ります。そしてその大半は信頼で き

る外国の供給者 によって提供 されてお りま

す。しかし,一方で安い石油がまだ手に入る,

そして供給が重要であるとい うことで,自 立

計画というものの目標はまだ曖昧であったわ

けであ ります。エネルギー自立計画はいくつ

かの補足プログラムを伴いました。 まず第一

に燃料使用法(FuelUseAct)に よりまして,

天然ガスと石油の消費量 を抑制 しようとした

わけであります。これはとくに電力業界に向

け られ た もの で した。そ の 後1978年 に

PURPAと いわれます公益事業規制政策法が

議会を通 りました。それによりましてコジェ

ネレーションあるいは再生可能,代 替エネル

ギー技術の開発のための刺激策が与えられた

わけであります。これにつきましては後ほ ど

詳細に申し上げたい と思いますが,こ の法律

だけでもかなりな影響が出た ということを申

し上 げ られ る と思 い ます。

省 エネル ギー あ るい は石油 に代 わる代 替エ

ネルギーの開発 に大 きな刺激 とな りま したの

は,や は りオ イル シ ョックだ った と思 います。

1979～80年 に 価 格 が大 幅 に高 騰 い た しま し

て,ス ポッ ト価格 は80年 には42ド ル にな りま

した。 その後業 界はパニ ックに陥 り,そ して

アナ リス トたちは80年 代 に さらにこの価 格 は

高騰 す る とい うことを予想 したわけであ りま

す。(図5参 照)
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図5Actual&1980ProjectionsofOilPrices

このようにエネルギー価格 はどんどん高 く

なることによ りまして,多 くの力が作用 し,

様相が若干変わってまい りました。エネルギ

ー利用効率 というのはGNP1単 位 を生産す

るのに必要なエネルギーでございますが,こ

のエネルギー利用効率が70年 代以降大変な向

上 を見せてお ります(図6参 照)。 例 えば73年
(BarrelsOllEquivalentPer$1,000
0f1972DotlarsofGoodsandServices)
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には1,000ド ル相当の財貨やサー ビスを生産

するためには11バ レルの石油が必要だったわ

けですが,82年 にはそれが9バ レルに下がっ

てお ります。そして2000年 にはそれがさらに

下がって,6.5バ レルになるだろうと予想され

てお ります。

この間ソフ トエネルギーパスの提唱者によ

り,小 容量のモジュール型の技術 というもの

が大 きく推進されました。そして,80年 代 な

いし90年代初期には,石 油価格の高騰によっ

て,多 くの再生可能エネルギー技術や石炭 を

べ一ス とした技術がコス ト競争力を持つよう

になると予想されてお りましたが,こ のよう

な市場浸透率の推定は余 りにも楽観的であっ

たと思います。

図7に 示 しているのは1980年 に作成 された

石油の予想価格でございます。立縞で示した

帯状の部分が,開 発される新エネルギーのコ

ス トの目標であ ります。

120

1984DOLLARS

PERBARREL100

80

60

40

20

80

UEV.COSTOF
ENERGY-
CEINTS/kWh
60

40

20

YEAR196019651970197519eol985199019952000

図7198001LPRICEPROJECTIONSAND

COSTGOALSFORNEWTECH・

NOLOGIES

こ うい った再生 可能,代 替 エネ ルギーの コ

ス トの 目標 とい うもの は,平 均 コス トとい う

形 で示 されてお ります。エ ジ ソン社 の シス テ

ム に対 して平均 コス トが ど うあ るべ きか とい

うこ とで出 され てい るわ けであ ります か ら,

そ のためには発電容 量,発 電 所の寿命,生 産

率,そ の ほかの要素が かかわ って まい ります。

このバ ンド(帯)が いわゆるcost-envelopeと

いうもので して,さ まざまな検討中の新 しい

技術がここに入ってまいります。上のほ うが

エキゾチックな,あ まり開発の進んでいない

技術によって占められまして,下 のほうには

かなり開発の進んだ,成 熟された技術が入っ

ているわけであ ります。実線が下のほうに平

行に書いてございますが,こ れが成熟技術の

effectivecostを 表わしているものであ りま

して,こ れには連邦あるいは州の レベルで税

制上の優遇措置が与えられてお ります。その

ほかにも財政的なインセンティブ とい うもの

が与えられてお りまして,そ うすることによ

って再生可能代替エネルギーの開発 を促進 し

ているわけでございます。 このようにコス ト

の 目標帯 というものは時 と共 に大幅に低落 し

ております。これは新 しい技術が今後 さらに

開発 されるであろうという期待 と,さ らに大

型の商業化あるいはその コンポーネンツの大

量生産化によりさらにコス トを低減できるで

あろうという予想があったからであ ります。

さて,石 油の代替エネルギーを探 して,そ

の技術 を開発す るに当た りましては,い わゆ

るショッ ト・ガン法を採用しました。そして

さまざまな代替エネルギー をさまざまな段階

で開発 しようということになったわけであり

ます。今になって振 り返ってみます と,総 じ

ていわゆる無差別的なアプローチとい うもの

はまずかったと思います。1980年 代にはすべ

ての技術が有望に見えたものですから,ど れ

が商業的にべ一スに乗 り得 るか ということが

分からず,い わゆる無差別に行 なった という

気がいたします。

燃料使用法 あるいはPURPAが 議 会 を通

過す ると同時期にエネルギー省が設立され ま

9



した。そしてそれによりまして国内の再生可

能エネルギーの開発がさらに促進されたわけ

であります。連邦の研究開発援助資金は,75

年か ら80年 にかけて急増 しま した。(図8参

照)80年 には合成燃料公社が設立されまして,

国内の合成燃料の開発に当たったわけであ り

ます。
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4.公 益事業規制政策法(PURPA)

ここまで まい りました ところで,"PUR-

PA"す なわち公益事業規制政策法の電力業界

に与えたインパ クトについて考察 してみたい

と思います。

公益事業規制政策法(以 後,PURPAと 略

称)が 制定され ましたのは1978年 で,国 家エ

ネルギー法の一部 として制定 されました。 こ

の法律の目的は,全 体的な電力生産効率の向

上及び従来型の集中型発電所の環境に対する

悪影響の軽減のための手段 として,コ ジェネ

レーシ ョンと小規模発電 とを促進することに

ありました。議会 は連邦エネルギー規制委員

会(FERC)にPURPAの 施行に関する監督

を依頼 しました。 また,連 邦電力法を改正 し

まして認可されたコジェネレーション施設と

小容量発電施設 とを電気事業に対する規制か

ら外す ことにいたしました。

適格施設(QF)と 申しますのは,電 気エ

ネルギーと熱エネルギーをシーケンシャルな

利用によって発生させ るシステム(コ ジェネ

レーション),ま たは既製の技術や燃料源を用

いないで発電を行 う小容量の発電システム,

と定義 されてお ります。コジェネレー ショ

ン ・システムでは多種 多様な燃料 を燃やすこ

とができますが,石 油あるいは天然ガスを使

用 している場合には,一 定の効率基準を満た

さなければQFと 認められません。 しかし,

その規模に対する制約はありません。小容量

電力業者は,再 生可能エネルギー,例 えば,

太陽熱,風 力,地 熱,バ イオマス,水 力等を

電源 としてお ります。認可された小容量電力

施設には,発 電容量8万kW以 下 という規制が

あります。さらに,FERCで は,QFを 電力

会社によって所有 されていないもの と定義 し

まして,電 力会社に対 してQFの 余剰電力を

購入電力会社の回避原価(avoidedcost)に 基

づ いて買取 り,そ してこのQFの 予備電力を

公正かつ合理的な料金で売るよう要請いた し

ました。 このような条件のガイ ドラインは,

各州 の電 力委 員 会にゆ だね られ ま した。

PURPAが 分散電源の普及にもたらした効果

は,FERCの 当初の予想を大巾に上回わるも

のでした。
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図9は,分 散型電源 の潜在 的な市場 占有 の

伸 びを示 す ものです。これ はFERCへ の 認可

申請件 数 を基 に計 算 した もの で,85年 に は

21,653MWと な ってお ります。 この 中で商 業

及 び産業 用 コジェネ レー シ ョンが76%実 数 に

して16,462MWと な ってお ります。 しか しな

が ら,申 請 をされたすべ てが系統 に連系 を さ

れ る とい うわ けでは ございませ ん。

5.現 在のPURPA問 題

PURPAの 実施に関連 してい くつかの重要

な課題がございます。買戻 し料金,連 系の条

件,QFに 対する電力会社の資本参加,電 力

融通,そ してQFに よる直接販売でございま

す。以下順を追って説明いたします。

買戻 し料金 購入料金あるいは買戻 し料金

(buy-backrate)と いうのがPURPAの 実

施のなかで も最 も物議 を醸 したものでござい

ます。FERCの 規定の中では,購 入側である

電力会社が支払 うべ き価格 というのは,そ の

購入す る電力会社の全回避原価 に相当すべ き

であるとされてお ります。この回避原価 とい

うのはなにか と言います と,仮 にQFあ るい

はそのほかのソースから買っていたり,あ る

いは 自己発電 をした場合に必要 とされ る経

費,原 価 とい うものを回避原価 と呼んでいる

わけです。この回避原価 というものをある電

力会社について求める場合に二つのファクタ

ーがございます。エネルギー価値 とそして容

量価値 と言われるものです。 このエネルギー

価値 というのは,QFの 発生電力によって置

き換 えられるエネルギーの価値で ございま

す。さらに容量価値 といいますは,QFか ら

供給された電力によって置 き換 えられた既

存または計画中の発電所の実質発電容量の増

加分の価値のことを言ってお ります。勿論,

州 によりましては,買 い戻 し料金について異

なるアプローチを採ってお りまして,中 には

全面的に電力会社が計算 した回避原価を用い

るもの もあ ります し,ま た細か く電力会社の

回避原価計算を規定する場合 もあ ります。 さ

らにこのプロセスを簡単にするために,全 州

共通のレー トを取 り入れたり,あ るいはカ リ

フォルニア州のようにスタンダー ド・コン ト

ラクトと呼ばれる標準契約を持 っている場合

もあります。

連系 と送電容量 ここで連系 といいますの

は,QFを 電力会社の送電系統に物理的に接

続することを言ってお ります。FERCの 規制

の中では,連 系に係 る実費以上 に料金 を請求

してはならないとされています。

カリフォルニア州やテキサス州のように,

QFの 伸びが予想以上 に大 きくなった州で

は,送 電容量の不足が大 きな問題 となってお

ります。 したがいまして,あ る程度の容量以

上のPURPAに 基づ く施設 を統合するとか,

一カ所に所在する多数の小容量発電施設を集

積するといった場合のネ ットコス トを,連 系

コス トの要因に組み入れる必要がでて くるも

の と考えられます。

電力会社の資本参加FERCで は電力会

社によるQFへ の資本参加については,50%

以下 としてお ります。ニュー ヨー ク州では,

電力会社の子会社がQFと して操業す ること

を認める条例を通過 させてお ります し,他 に

もこういった措置を検討 している州があ りま

す。 しかし,全 体的には,資 本参加は50%以

下 とFERCの 規制で決められています。

電力融通と直接販売 電力融通 といいます
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のは,あ る電力会社のサービスエ リアから別

の電力会社のサー ビスエ リアへ電力を転送す

ることであ ります。QFが 増えすぎて電力過

剰 に面 している電力会社では,QFが 生産 し

た余分な電力を隣接 した電力会社に融通でき

るような法規制 を今求めているところでござ

います。別のケースとして,回 避原価が非常

に低い地域で稼動 し七いるQFの 事業者がよ

り高い回避原価のサービスエ リアに融通する

ことを要求 している場合 もあります。

PURPAが もともと意図 してお りましたの

は,分 散型電源の設置者が,そ の余剰電力を

その地方の電力会社 に販売することにあ りま

した。 ところが,電 力会社が設定する回避原

価 と商業あるいは産業の需要家に売る小売料

金 との間の格差が広がるに従 って,現 在では,

QFの デベ ロッパーや潜在的な消費者から直

接販売 を求める声が広がってお ります。州の

中には,こ ういった問題 を解決す るため,

PURPAの 縮小版 を作ることを考えていると

ころもあ ります。

6.PURPAか ら何 を学 んだか?

ではこのPURPAの 経験か らなにを学び

取ったで しょうか。これ以上細か く説明する

ことは避けまして,PURPAか ら得 られた結

論についてちょっとお話 したいと思います。

こういった教訓が 日本などの諸外国におい

て予期せぬ不測の落 し穴を避 けるのに役立つ

か も知れません。

QFの 容量価値 とエネルギー価値,こ の二

つ をはっきりと区別することが最 も重要な教

訓でございます。PURPAの インパ クトが充

分にカ リフォルニア州内で感 じられていた時

期 には,べ 一スロー ドが大 きす ぎるなどとい

う問題は まだ持 ち上が ってお りませんで し

た。 しかし,エ ジソン社の場合,最 小負荷状

態 と呼ばれ る先例の ない問題 に直面 しまし

た。つまり,低 コス トで経済的なべ一スロー

ド供給用の電源を停止させるという状況がで

てまいりました。なぜなら,QFの 発電 した

電力を買わねばならない という規制があった

からです。

表1に 示すように,74年 か ら84年の間にエ

ジソン社のべ一スロー ド容量は大幅に伸び,

表1CHANGINGSYSTEMCHARACTER-

ISTICS

197419841995

BASELOAD19%28%

MINIMUMLOADHOURS1,0002,000

LOADFACTOR63%53%

38%

2,000-4,000

50-54%

一方では最小負荷時間 も同じ期間に2倍 に増

えてお ります。何故この ような問題が起 こっ

たかといいます と,ス タンダー ド・オファ第

4号 という型式のPURPAの 契約 が多数締

結されたことによっています。カリフォルニ

アの電力会社はカ リフォルニアの公益事業委

貝会に以下のような訴えをおこしました。つ

まり,こ の契約 を中断 し,電 力系統の特定な

ニーズに基づいたQFの 真の容量及びエネル

ギー価値に基づいた ものに取 って替えて欲 し

いと。これはQFの 生産 した電力の送電にか

かわる重要な問題か と思います。

同じくこの問題 にかかわるもの として,例

えば送電容量であ ります とか,あ るいは電力

の品質,そ れから電力系統に対するQF発 電

の累積効果これらもまた重要 な問題であ りま

して,今 後PURPAを 適切に実行する上で解
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決されるべ きか と思 います。 もう一つ重要 な

点 としまして,非 常 に小容量の発電施設を連

系する場合,電 力の品質 と保安面に問題がで

て くる,つ まり,小 容量の発電施設の連系箇

所がどこであるか分 らないといった問題があ

ります。

7.電 力業界の反応

このような環境下で,米 国内の電力会社は

石油依存か らの脱却 を求めて多数の戦略 を採

択 し,電 源のベス トミックスを追求 してきま

した。エジソン社にとりましても石油脱却 と

いうのは賢明な長期戦略で ございまして,

1980年10月 に会社の方針変更 を発表 しまし

た。その結果,1980年 か ら90年の間に新 しく

発電容量を増加する場合,少 なくとも三分の一

は再生可能,代 替エネルギーにすることを目

標 として設定いたしました。初めの試みには

いくつかの重要な目的がありました。 まず,

エジソン社の非常に高い石油及びガスへの依

存度を下げる,つ まり,一 次エネルギー源を

多様化 させ る。その結果,必 要資本量を節減

し,将 来の資源計画に柔軟性 を与えました。

エジソン社は,こ の野心的な目標を成功裏

(Thousands)

8

7

6

5

4

3

2

1

0

OriginalRevisedGoalCommitments

1980-19901985-t994Midt985

図10EDISON'SRENEWABLE&ALTER・

NATIVEGOAL

に達 成 して きま した。当初の1980～90年 の,

再 生可 能,代 替 エ ネ ル ギー に よる発 電 能 力

1,900MWと い う目標 は,毎 年上 方修 正 されて

お ります。(図10参 照)85年 末 現在 での再 生可

能,代 替 エネル ギー に よる発電能 力の うち,

契 約 中の ものが4,000MW以 上 で,そ の外 に稼

動 してい るものが800MWご ざ います。こ うい

った ものの大半 は,コ ジェネ レー シ ョンのプ

ロジェ ク トに由来す るものです が,風 力,地

熱,廃 棄 物/バ イオマス を利用 す るもの もか な

り貢献 してお ります 。(図11参 照)

(44%)

(12%)EヨCogetleration

田]Wind

囮Geothermd

FSI]Biornqss/WGste・

田ヨSdcr

圓SmdlHyd℃

図11BreakdownofAlternateandRenewable

EnergyResourcesbyType,1985

((3%4%)へ)1

2%)、,

k

ll)・

(25%)

1膏

当然 の こと として,エ ジ ソン社 の石油,ガ

スの使 用量 は大幅 に減少 し,そ れ らへ の依 存

度 は,73年 に67%で あ った ものが,84年 に は

30%に まで下が ってお ります。 さらに94年 ま

で には19%に ま で下 が る とい うこ とが予 想 さ

哩》伶
1973 1984

19%

(prOJece

1994

図12SouthernCaliforniaEdison'sReduced

DependenceonOil&Gas

れています。(図12参 照)こ のようにエジソン

社の一次エネルギー源は,大 変多様化 してお

ります。従来の異常 とも言える石油,ガ ス依

存度から非常にバランスされた ミックスに変

一13一
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わ って いるわ けで ご ざい ます。現在 発電 は,

9種 の一次 エ ネル ギー 資源 によ り行 なわれ て

お ります。石 油,天 然ガス,石 炭,原 子 力,

水 力,地 熱,太 陽熱,風 力,バ イオマ スでご

ざい ます。 これ はほかの どの電 力会社 に比べ

て も トップ をいっている と自負 してお ります。

それ までの10年 間にわた って研 究開発組織

に よって行 なわれ た研 究,え られた経験が,

1980年 の エ ジソン社 の大胆 な公約作 成 に役 立

ちま した。新 政策 を実施 す るのに必要 な技術

的 な専 門知 識 を提供 し,新 しい 目標 に到達 す

るため には,資 源 を追加す る必要が あった し,

R&D計 画 の拡充 を必要 としま した。

図13は,R&Dへ の 支出の推移 を示 した も

のですが,新 しい技術 の技術的 及び財政的 な

生育 力 を確 立す るための資本集約 的 なデモ ン

ANNUALD柵TU『ES(MIU_ICNS)

250

㎜

150

100

50

767778798081828384858687

盤

図13HISTORYOFR&DEXPENDITURES

ス トレー シ ョン ・プ ロジェ ク トも含 まれてお

ります。1980年 代 初期 のエ ジ ソン社のデ モ ン

ス トレー シ ョン ・プ ロジェ ク トの成功例 とし

ては,10MW中 央 集 熱型太陽熱発 電所一 ソー

ラー1プ ロジェ ク ト,そ れか ら100MWの 石 炭

ガス化複合発 電一 クール ウォー タ ・プ ロジ ェ

ク トで は,日 本の企業 が コン ソー シァム とし

てエ ジ ソン社,そ のほかの ア メ リカの企業 と

共 に参加 してお りま して,先 ほ ど申 し上 げ ま

した よ うに大変順調 に進ん でお ります。 クー

ルウ ォー ター計 画は カ リフ ォルニ ア州 で石炭

を発電 に使 うことが許 された火力発電所 とし

ては第一号 の もので ござい ます。 この発電所

は大 変 に排 ガス の放 出 も少 く,ア メ リカの

NSPSの 規 準 も十分 に満足 してお ります。窒

素 化合物,硫 黄 酸化物,粒 子,そ のほかの全

米 規格 の10分 の1と い う大変 に素晴 らしいレ

ベ ル を維持 してお ります。 このプ ロジェク ト

に よ りま して,ク リー ン コール技術 とい う も

のは もはや学 問上の テー マで はな く十分 にビ

ジネス として成 り立つ もので ある とい うこ と

が実証 され た と私 は思 い ます。 もう一 つの例

と して は,南 カ リフ ォル ニ アの イ ンペ リア

ル ・バ レー に10MW地 熱 発電のパ イロッ トプ

ラ ン トが ご ざい ます。 また,カ リフ ォルニ ア

のパー ム スプ リングス近 郊 にはテス トセ ンタ

ーが あ ります し
,こ のほかに もデ モ ンス トレ

ー シ ョン ・フ。ロジェ ク トをいろいろ行 って お

りま して,風 力の技術開発 を行 ってお ります。

しか し,ど ん な研究 開発のプ ロ ジェク トで

もその最初 に成果が どうな るか とい うこ とは

は っ きり分 か りませ ん。 そ ういった不安 定 な

要 素 に配慮 しエ ジ ソン社 は,複 数 の プ ロ ジ

ェ ク トを同時 進行 させ る こ とに して お りま

す。 そ うす るこ とによって成功の可能性 を高

め よ うとい うわ けでご ざい ます。 すなわ ち,

一 つの研究 プ ログラムの中で も複数 の技術上

の オプ ションを指 向 し,さ まざ まなアプ ロー

チが同時進行 す る とい うこ とで あ ります。 日

本で も同 じような考 え方 が あろ うか と思 いま

す。例 えば,太 陽エ ネルギーの変換 では,中

央集熱型,光 電池,曲 面 集光型,な どが並 行

的 に実証 され,評 価 されてお ります。 この よ

うな様 々な オプ シ ョンの中か ら優 れた もの,

あ るいは一 つの オプ シ ョンの 中で も優 れた要
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素 とい うものを抽出 しまして,最 終的なデザ

インに反映させ るわけでございます。 こうい

ったアプローチとい うものは最大限のフレキ

シビリティを約束するものでございまして,

それによって非常に成果を収めていると思 い

ます。すなわち,最 後の段階 まで最 も有望 な

技術 というものを温存することがで きるわけ

でございます。

8.新 た な環境

さて新たな環境でございますが,80年 代初

期以降二つの劇的 とも言える進展がエネルギ

ーの分野でみられたと思います。 これは予想

だにされなかったものでございまして,70年

代の変化 と同 じように私 どもの政策に大 きな

影響を与えました。最 も重要な転換点は80年

か ら始 まりました石油価格の低落で ござい

1984Ddlαs/BαTd

1960196519701975198019B519SO19952000
YEAR

図14ProjectionsofOilPrices1980,1981,1982

and1984and1986Projections

まして,図14に 示されるように,将 来の石油

価格は,80年 代末 まで平らなカーブを描 くとい

うことが期待 されております。そして90年 代

に入 ります と,若干上がって くると思います。

しかし20世紀末 まではもとのような高いレベ

ルに戻 ることはないと考 えられてお ります。

これは70年 代のことを考 えます と大 きな変化

でございます。 こういった転換 というものを

次の二つの理由から過小評価 してはならない

と思います。

まず第一に,石 油価格 というものはほかの

エネルギー価格を測定する一つの尺度になっ

ているとい うことでございますので,石 油価

格が低落いた します と,そ のほかの代替エネ

ルギー,例 えば天然ガスの価格 も当然下がっ

て くるわけであります。そしてそのコス トと

い うものも下がるわけであります。それから

第二 といたしまして,石 油価格 とい うものは

回避コス トに直接影響 を与えるものでござい

ますので,石 油火力発電所 を持っている電力

会社に とりましては,石 油価格の低落 という

ものは回避 コス トが下が るということになり

まして,代 替エネルギーの魅力というものが

さらに減るわけであります。

この石油価格の低落の与 えた もう一つの重

要な要素 というのは,再 生可能,代 替エネル

ギーのコス ト上の目標あるいは市場浸透率 に

影響を与えたということでございます。70年

代にはこれが現実的であろうかと言われてい

たものが,実 は楽観的に見過 ぎていたのだ と

次第に分かって きた というこ とでございま

す。

石油価格の低落 と新技術実用化ペースのス

120

㍉9巳らDQLLARS

PこR8ARREL100
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図15198601LPRICEPROJECTIONSAND

COSTGOALSFORNEW

TECHNOLOGIES
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ローダウンの相乗効果を図15に 示 しました。

図中に,80年 のコス ト予想目標の上に,最 新

の石油価格の見込み を添書 きして示 しまし

た。 こういった展開の実質的な効果 というも

のは明らかだろ うと思います。つ まり,80年

代の10年 及び90年 代初期の石油予想価格で,

競争力があると期待されていた技術が,石 油

の将来価格の下落により,90年 代後半ないし

はそれ以降にならないとコス ト競争力が生 じ

て来ないだろうというわけです。現在の石油

価格の見通 しからすると,21世 紀になるまで

は,な じみの薄い開発度の低い技術が経済的

に可能 とされる期待はな くなってお ります。

代替エネルギーの価格競争力の見方が大 きく

変わってきたわけで ございます。

図16は,現 在の見通 しをべ一スにして,現

実の市場でのコス ト競争力を,い くつかの新

技術について示 したものであ ります。現在の

市場の動向を見ると,技 術的に競争力 を持 っ

ているものが大変少な くなってお ります。 と

い うことで,エ ジソン社の研究開発の優先順

位 もそれに合わせて変わってまい りました。

LevelizedCosts(cents/kWh)
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さらに もうひとつ,現 状 をまず くしたこと

が ございます。エネルギー省の関心が薄らい

だとい うことでございます。すなわち,エ ネ

ルギー関連研究開発に国から与えられる資金

が80年 以降大幅に減少 したことであります。

(図8参 照)つ まり,再 生可能エネルギーあ

るいはその技術の開発においていた重点が他

のものに移ってしまったとい うわけでござい

ます。このことは新エネルギー技術の開発に

とって大変残念なことだと思います。コマー

シャル化す るためにはデ モンス トレー ショ

ン ・プロジェク トが必要ですが,現 在の米国

の民間企業の力ではそれがで きないとい うこ

とでございます。 ということで,米 国の経済

は70年 代のオイルショック当時と同様脆弱で

あると言えるか と思います。

9.不 確 定 なエネ ルギー見通 し

現在,石 油価格は安 く,供 給過剰であるか

らと言って,私 どもは盲 目になってはいけな

い と思います。やは り長期的な判断力 という

Fthb21…lanaes}GCCCbd日 幽ySα モ60ZWhd
de曲N・ ・1。σ3肱 σ「cnEs「CdI

四Co6t(iOrrpetibe丁 繭y匡 ロM血 丁㎝(=ed(姻 廿鴨

lB監8量 轟 畿1嵩 ラ,。。晦P加gfee。 、、、
(3)Ba18amMeadawProjectco8t

(4》Assume8賦oロ 旧joτ しechnologicalbreakしhrough

図16

1986PriceLevelEstimates
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ものは失ってはならないと思います。歴史か

ら私 どもは学びました。すなわち,石 油価格

が高騰するとい うことは当然市場の調整力が

働いて,そ のあとには石油価格が下がるんだ,

また逆 も然 りでございます。いったん下がっ

た価格 というものは当然その反発 として上が

ります。(図17参 照)そ ういったことを考えま

(%1(%)
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図17YEARTOYEARPERCENTAGE
CHANGEINPRICEOFU.S.CRUDE
OIL,1901-1985

す と,こ の安い価格 とい うものがいつまでも

続 くと考えてはならない と思います。アナ リ

ス トたちも現在の石油価格 というものはこの

まま続かないで必ず上がると言ってお ります。

もう一つ非常に重要な要素は,全 体的なエ

ネルギー消費の増加,そ の中で もとくに石油

消費の増加でございます。世界の石油の需要

は1980年 以来漸次減少傾向にありましたが,

これが逆転 しまして,そ して今後 また増加に

転 じると言われてお ります。(図18参 照)こ

の様な消費の増加 と生産 レベルの低下 とによ

り,長 期的には価格上昇傾向は避けられない

もの となってお ります。最近,野 村総合研究

所が,い わゆるエネルギーの専門家74人 一そ

の中にはエ ジソン社の者も含まれていました

が一に対 し,将 来の石油価格予測の調査を行

いました。(図偲参照)彼 等の回答には,将 来
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図18U.S.,OECDandWorldOilConsump-

tions1980-2000

Nomlnat$ノbbl

80

70

60

50

40

30
「
20

10

0

19761980198419881992199e2000

Year
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の不確実性について大変大きなバラツキが見

られました。長期戦略の立案にあたる人々は,

多分,現 在の石油価格の下落は長期的な傾向

からの一時的な狂いないしずれである,と い

うように見ていると思います。

電力業界のもう一つの特質 として,資 本設

備,例 えば発電所 とか,送 電,配 電 システム
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等が老朽化 しているということがあ ります。

(図20参 照)需 要の伸びが鈍いとか,財 政上

の配慮等から,こ ういった設備の更新 あるい

は新設 ということはあまり魅力あるオプショ

ンではありませ んでした。その結果,現 在で

は発電所の改修,耐 用年数の延長そして近代

化 というオプションが最 も採算のとれる短,

中期の 目標 として考えられております。

さらに,負荷率の低下からくるものですが,

負荷バ ターンにだんだん と強い周期性が見ら

れるようになってきました。そして,地 域間

の融通電力が増大 したため,送 電容量が国の

いたるところで逼迫 して きてお ります。これ

らのファクターによりオフピーク時のエネル

ギー貯蔵 と送配電 システムの効率改善が大変

重要なもの となってきてお ります。

最後に環境対策についてですが,健 康 安

全,有 害廃棄物の管理,そ れから大気及び水

質の改善等に関する環境対策は,電 力業界に

とって悩みの種であることに変わ りはありま

せん。

10.研 究 開発戦略

現在の流動的なエネルギー見通 しの中で,

そして産業の システム持性が変化 している中

で,エ ジソン社のR&D戦 略も,そ の焦点 と

指向方向 とはずい分変わってきました。 しか

し,わ が社の 多様 でかつバ ランスの とれた

R&Dを 維持するための実証済みのポー トフ

ォリオ的なアプローチはいまだに変えてお り

ません。エ ジソン社のシステムを運用し,電

力を供給す るという使命にも,ま た,変 化は

ございません。

数年前,エ ジソン社の研究開発部門は,二

次元のマ トリックス概念を考案 し,こ れを用

いてR&D計 画を立案 し,プ ロジェク トの優

先順位付けを行 うことにしました。表2に 示

すように,プ ログラムが優先順位の高い順に,

上か ら下に書かれておりまして,そ してさら

にこれを三つのグループに分けます。つまり

最 も優先度が高いものと低い もの とい うふ う

に分けるわけです。各プログラムごとに細か

表2SCE'sTwoDimensiona1RD&DMatrix
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いプロジェクトによる内訳が リス トアップさ

れてお りまして,こ れ も左から右へ と優先順

位の高い順に並んでお ります。最 も重要なプ

ロジェク トがAの1で ございまして,最 も低

いのがJの5で ございます。

表3は,エ ジソン社の1986年 のR&Dマ ト

リックスです。 この表により当社のR&Dの

優先度の概略について説明いたします。現在,

プラントの寿命延長 と改造プ ログラムが最 も

優先度が高いものとして並べ られています。

同時に大気の質の改善,エ ネルギー貯蔵技術,

送配電等電気システムの改良,さ らに有害廃

棄物管理,エ ネルギーシステムのモジュール

化等が優先順位が高い もの とされてお りま

す。 こういったプロジェクトのほ とんどは現

在急 を要するニーズに対処す るものであ り,

短期間で投資が回収できるような,技 術的に

も,商 業的にも成功の確率が高い もの と性格

付けされてお ります。また,こ れらの大部分

の ものは,エ ジソン社の既存のシステムにそ

のまま適用で きるものであるとい う意味での

戦術的な理由から,ま ず第一に追究されるプ

ロジェクトとなってお ります。そして,第 二,

第三の優先順位のカテゴリーには,再 生可能

エネルギー及び改良技術及び環境対策の分野

での短期 ～中期に資金回収が可能 と認められ

るプログラムが含 まれています。 これ らのプ

ログラムは戦術的な理由だけでな く,戦 略的

な理由からも取 りあげられているものです。

再生エネルギープログラムの中には,例 えば,

将来石油価格が高騰 した場合あるいは供給が

停止 した場合の防護壁 として取 り上げている

ものがあ ります。つ まり,不 確実性に対する

保険 というものでございます。そのほか,将

来さらにきび しい規制が義務付けられる場合

に備えて,最 もコス ト効率のよい環境管理の

オプションを追究するプログラムもあります。

11.ま と め

電力の充分 な供給,サ ービスの質そして電

気料金,こ れらが将来の米国経済の繁栄 と競

争力に大 きく係わり合 っているので,電 気事

業者は,そ のための計画を立て,工 夫 をこら

す大 きな責任を負っているわけであります。

研究開発 というのは,将 来有望なオプ ション

を確認 し,評 価する際に非常に重要な役割 を

果たすことになります。R&Dに より将来の

代替シナ リオやオプションに関する洞察力を

持 っていなければ,計 画を改善することはで

きないでしょう。

電力業界の戦略的なR&Dで は,短,中,

長期の 目標 を確認すべ きものであ り,必 要 と

される時期に計画 目標に適合 した方向付けの

されている,多 様化 されてはいるが良 くバ ラ

ンスの とれた,プ ロジェク トを取 り上げるべ

きであります。エジソン社のR&Dプ ログラ

ムは,ま さにこのような戦術的及び戦略的な

目標をエジソン社の資源計画のニーズに合わ

せて達成することにあ ります。

先程申し上げましたように,現 在必要なこ

とは目標 と優先度 とを,改 良ないし新技術及

び将来に向けてのR&D戦 略の選び方 と関連

させて,厳 しい目で再評価することだ と思い

ます。今 日必要なものは,よ りフレキシブル

な戦略であ りまして,そ れには四つの方法が

挙げ られます。

まず第一に,再 生可能エネルギー及び改良

技術についての優先順位 を調整 しなければな

りません。その方法には,コ ス ト上の競争力,
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表3SOUTHERNCALIFORNIAEDISONRESEARCH&

PRIORITY PROGRAMS

1

1
PlantRefurbishment Emissions

Reduction

HeatRate

Improvements

2
AirQuality
Enhancement

AcidDeposition

Sources

AtmosphericDeposition

Assessment

3
EnergyStorage CompressedAir

EnergyStorage

Battery

Storage

4
AdvancedElectrical

Systems

DynamicProtection&

Control

Loss

Reduction

5
HazardousWaste

Management

Risk

Assessment

Chemical

Characterization

6
ModularEnergy

Systems

I

IGCCPhased

Construction

AdvancedRepowering

Cycles

II

7
GeothermalEnergy

Conversion

I

PilotPlant

Performance

HighEfficiency
Binary/FlashSystems

8
AltemateFuels Fuelsfrom

MunicipalWaste

Non-conventional

FuelUtilization

9
WindEnergy

Conversion

CapacityValue

ImprovementS

WindParkPerformans

10
InlandNatural

ResourceManagement

HydroResource

Protection

ResourceEnhancement&

Management

11

Community&

Occupational

Health&Safety

Risk

Management

Characterizationof

ExposureLimitations

III

12
Coastal&Marine

ResourceManagement

I

ResourceAssessmentand

Protection
I

Environmental

ControlTechnologies

13
SolarEnergy

Conversion

Central

Receivers
I

Parabolic

Dishes

14
OptimalResource

Utilization

DirectWaste

HeatApplications

WaterConservation

タイ ミング,シ ステムの特定のニーズに対す

る潜在的な寄与 といった要素 も含まれます。

その結果,短,中 期に価格競争力のハー ドル

を越える可能性が大 きな技術 に最優先 して

R&Dの 資金を割 り当てるべ きだ ということ

になると思います。 そして第二に,多 くの再

生可能エネルギー,特 に太陽エネルギーや風

力エネルギーは断続的で安定していないか ら,

エネルギー貯蔵についてのニーズが増大する

と考えられますので,す ぐにもそ して もっと

注意を払わねばならない と思います。さらに

第三 として,ク ールウォータ石炭ガス化プロ

ジェクトの経験か ら,電 力会社,エ ンジニア

リング企業,な どがお互いに協力し合い,現

在の新技術のなかでも最新で優れたものを促

進 していく必要があると思います。 このよう

に業界がイニシアティブをとり,第 一歩を踏

みだ したら,政 府か らの支援 も自ずからつい

て くるで しょう。最後に,過 去15年 間の最大

の教訓は,あ る一つの予想にあまりも頼 りす

ぎるのは危い,と いうことでございます。こ

れからの当然の結論 としまして将来の計画を

たてる際には,数 多くのオプションを持ち,

中途での軌道修正が可能な時間的余裕 をもっ ,
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DEVELOPMENT1986PROGRAMMATRIX

e1(》

PROJECTS

LoadFollowing

Optimization

Advanced

Diagnostics

FuelSupply

Enhancements

HydroEfficiency

ImprovementS

EmissionControl

Strategy

AerosolDynamics EmissionsTransport

andConversion

High-Head

PumpedHydro

ThermalStorage LiquidAirStorage Advanced

StorageConcepts

IncreaseLoad

CarryingCapability

CompactFacility

Development

Integrationof

DistributedResources

SolidStateDevices

&Automation

Toxicity

Evaluation

Waste

Reuse

Safe

Disposal

HighEfficiency

Peakers

Advanced

ModularConcepts

Performanceof

PrototypeFacilities

HeberBinary

CycleDemonstration

Methanol Enhanced

FossilFuels

SystemInterface&

ImprovedUtilization

RegionalSensitivity

Assessment

WorkForce

Exposure

AtmosphericHealth

EffectsAssessment

ResourceOptimization

Performanceof

PrototypeFacilities

Photovoltaics

EnergyIntegrated

IndustrialParks

AltemateUseof

RetiredUnits

つ、プ
てす るべ きだ と思 い ます。

おわりに 質 疑 応 答

こ うい った10年 間の経験 か ら習得 された も

の は何 か と言 い ます と,ピ ー タ ・ドラ ッカー

の次 の金言が挙 げ られ る と思 い ます。

「激動 の時代 の最 大の 危険 とい うのは
,激

動 その もので はな くて,昨 日の論理 で行動 す

るこ とで ある。」

素晴 しい金 言で ございます。

問NEDOの 伊藤です。代替エネルギーの間

欠性に伴 う電力貯蔵の必要性 とい うことをお

っしゃってお りましたが,PURPAか らなに

を学んだか という項 目で,最 小負荷状態にお

ける問題 として,負 荷率が下がって くれば,

貯蔵装置の必要性は当然出て くると思 いま

す。 ところが最近のアメリカのDOEの 支出

等をみます と,電 力貯蔵に対 してあまり熱心
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■

に研究開発が行なわれてないようにも見受 け

られ ますが,そ の傾向 とエ ジソン社の動向に

ついてお願 いいたします。

答 先 ほども申し上げま したように,DOE

は予算 を多くの分野で削減 してお ります。そ

れで一番打撃を被 りましたのは,デ モプロジ

ェク トに対 する資金援助の削減でご ざいま

す。や はりDOEは 非常に深刻な ミスを個々

に起こしていると思います。石油価格があま

りにも大きく変わって しまったがために,そ

の優先順位の変化 とい うものがあまりにも急

激に変わってしまった ということだろうと思

います。先ほど申し上げましたように石油価

格は当然今後いずれは上がって くるわけであ

ります。DOEは 再生可能,代 替エネルギーの

開発,及 びその貯蔵のための技術開発の援助

を大幅に削減 してお ります。例 えば,合 成燃

料公社 も政府によって解体 されて しまいまし

た。これも偏えに石油価格が低落 して,合 成

燃料はもはやエ コノミカルでない という判断

をしたとい うことだろうと思います。 どうも

政府は,判 断を早 まり過 ぎているという気が

いたします。

さて,エ ジソン社についてでございますが,

最小負荷問題がございます。 日中のピー クに

は経済1生のある電力を使い,そ して夜は経済

性のあるエネルギーを貯蔵 してそれを日中使

いたいわけでございます。圧縮空気貯蔵は一

つのオプションだろ うと思い,推 進 してお り

ます。そのほかにも10MW電 池プロジェク ト

も推進 してお ります。これにはEPRIか らの

協力を一部受けてお り,施 設の建設が近々始

まることになってお ります。 とい うことで,

ソル トキャバンを圧縮空気貯蔵の研究に使い

たいということで,そ の土地 を所有 している

会社 と交渉 しておりましたが,そ れが駄 目な

ので南カ リフォルニアに戻 りまして,石 油会

社が持っているリザーバーを使って,貯 蔵の

研究をしたいと思ってお ります。 それからオ

ルゾン・メ ドウ という名称ですが,200MWの

水力施設 をシエ ラの地区に建設 してお りま

す,そ して現在ライセンスによるアプ リケー

ションを使 って,ポ ンプバ ックの機能を付与

しようと思 っております。 ということで私 も

貯蔵については大変深い関心 を持 って積極的

に動 いていることを申しあげたい と思い ま

す。

問 横浜国立大学の塚本です。二つばか り質

問をさせていただきます。

その一つは,小 規模の発電所,こ れは多分

独立の業者によって,将 来的には運用される

と思いますが,そ のような小さな発電所がか

なりの部分の電気を供給するようになった場

合,い わゆる大 きな電力会社の果たす役割 と

い うのはどういうことになるでしょうか。

それか らPURPAは1978年 にで きたので

すが,そ の後だいぶ事情が変わってきている

と思います。すでにい くつかの経験を積まれ

た と思 うのですが,も しPURPA法 を変える

ことができるならば,ど ういうところを変え

たらいいのかということをお尋ねいたします。

答 まず小規模の発電所についてですが,こ

れらのオーナーは独立した第三者でございま

す。現在こういった小規模の発電所ですでに

系統に連系 しているのが多くなってきてお り

ます。それによりまして,産 業地図が塗 り変

えられている。大 きな電力会社に対 しまして

も非常に大 きな競争性の高い市場 となってき

ているわけです。大 きな電力会社 といたしま

しては,こ れを受け入れていかなければなら
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ないか と思 います。 ただ い くつか経験 をいた

しま して,こ うい った小 規模 発電 と も共 存

で きる よ うな シ ステ ムが で きて きた と思 い

ます。エ クソンは300MWの コ ジェネレー シ ョ

ン・プ ラン トを,そ してテ キサ コでは180MW

の もの をそれ ぞれ建 設 を検討 してお ります。

テキサ コはす で に300MWの プ ラ ン トを稼 動

してお ります。 ですか ら,小 規模 発電 とい っ

て も大 きな ものか ら小 さい もの まで幅 が広い

わけです。一つ 非常 にポジテ ィブ なプ ラ スの

面 の動 きといた しま して,発 電所 を作 るため

の投 資の必要性 とい うものがか な り少 な くな

った とい うこ とです。です か らオペ レーテ ィ

ン グ ・システム としま しては,こ れ は一 つの

利点 です けれ ども,別 の意味 では オペ レー ト

が むつ か し くな って い る とい う点 が あ りま

す。

それから運用権(dispatchabilityright)と

い うの が あ りますが,第 三 者 の 小規 模 発 電

に対 す る運 用権 の施 行 を今求 め て い る とこ

ろで す。つ ま り,こ うい った 小規 模 発 電 か

ら供給 され る電 力 をス トップ で きな い場 合

に,我 々の最小 負荷状態 は もっ と悪 くな る。

その結 果,も しか した ら我 々の原子 力発電所

の 発電 量 を抑 えなければ な らない,あ るい は

水 力発電所の発電 量 を抑 えな けれ ばな らない

とい うこ とにな るか も知 れ ませ ん。 まだ こ う

はな って いませ んけれ ど も,将 来 こ うい った

問題 が起 こ らない よ うに今か ら手 を打 って い

きたい と思 います。 これ が運 用権 に関す る問

題 です。

それか らPURPAに つ いてです けれ ど も,

PURPAが 今 後 も継続 され,そ して小 規模 発

電 が我 々の システム に則 った形で 発電 す るこ

とが今後 も続 き,収 益性 が ある場 合 に,い ろい

うなシナ リオがあると思います。例えば,電

力会社が全体的に電力供給事 業か ら手 を引

き,全 面的に送配電事業に転換するというこ

とも考えられるかも知れません。そ ういった

シナ リオもあ り得ると思います。 こういった

小規模発電が全 く無規制で,今 後 も事業を継

続することになりますと,我 々にとって非常

に不利にな り,不 公平になると思 います。複

数の小規模発電がある系統に多数連系すると

い うことは,そ の電力会社にとって非常に大

きな恐怖でございます。電力会社は自分の稼

動の仕方,自 分の施設の設備の維持の仕方に

ついては十分知識があるわけですが,そ の系

統に多数の独立電力会社が連系することにな

ります と,そ の連系の仕方,稼 動の仕方につ

いての知識がないわけですか ら,全 く新 しい

未体験の経験になってしまうわけです。 まだ

我々は学習期間が必要だ と申し上げていいの

ではないか と思います。

もう一つの質問はなんで ございましたか?

問PURPAの なにを変えるかとい うことで

す。

答PURPAそ の ものは悪い法律ではないで

しょう。ただカ リフォルニア州 あるいはテキ

サス州で問題になったのは,州 レベルでの実

施施行にあるわけです。つ まりいわゆる標準

契約 とカリフォルニアでは呼んでいるものを

設定いたしまして,い わゆるスタンダー ドオ

ファーNo.4契 約 とい うものがカリフォルニア

で制定 されました。これでは石油価格は1981

年の見通 しをべ一スとしてお ります。その当

時 というのは石油価格がちょうど上 り調子に

なった時で した。その後に小規模発電が入って

きて,そ して彼等と契約 を交わさなければな

らなかったのですが,彼 等 と交わした回避原
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価の契約 というのが1982年 の石油価格に基づ

いてお りまして,あ る保証価格 を10年 間にわ

たって,こ の契約の中で彼等に与えてしまっ

たわけです。電力会社は,こ の契約の破棄 を

訴えて,破 棄はしたのですけれども,そ の前

に独立会社 と4,000MWの 電力供給契約 が実

際に行なわれて しまいまして,そ の結果,我 々

電力会社が発電できる電力料金よりももっ と

高い電力料金を消費者が払わなければならな

いことになったのです。法律 とい うのは制定

した時点では良い意図をもっていて も,そ の

後の状況変化によっては悪法になってしまう

という可能性があります。

問 最初の質問に関連 してですが,も しおっ

しゃられるように,電 力会社が送配電 しか扱

わないとすると,会 社としての運営が難 しく

なるのではないかと思いますが,い かがでし

ようか。

答 全体的な経済性についてはまだ考えてご

ざいませんが,ア メリカの会社で送配電だけ

をやっている会社はすでにございます。市町

村が所有する電力会社がその例でございまし

て,例 えば私どもの会社か ら電力を買ってい

るわけであ ります。そのほかにも市営会社で

同 じようなことをや る,あ るいはやれる会社

はあろうと思います。うまくい くと思います

が,ど うしたらうま くい くか というノウハ ウ

は私 もまだ分か りません。

問 電源開発の荒川でございます。大変素晴

らしい講演あ りが とうございました。大変に

うまく研究開発の戦略を纒め られた と思って

お ります。 まず第一に伺いますが,電 源の6

つのソースとい うことについてお話がありま

したね。ベス トミックスについてお話 した場

合に,水 力発電 をお入れになっていなかった

ような気がいたしますが,水 力発電 を入れて

ないということにとくになにか理由がござい

ましたか。水力 ということで,水 資源が若干

不 足 しているとい うことは聞いてお ります

が,し かしアメリカではかん概施設 というも

のも大変に優れているとい うことで,ミ ニあ

るいはマイクロの水力の開発 ということでは

十分なポテンシャルがあると思います。水力

もぜひお入れになるべ きだ と思いますが,い

かがで しょう。

それから第二に,貴 社の研究開発戦略につ

いてでございますが,い まだにエジソン社が

ペースセッターであることの如何について伺

います。 とくに新エネルギー開発は リスクが

高まるというときにペースセ ッターとしてエ

ジソン社がやってい くところにベネフィット

があるということでございます。

それか ら研究開発の戦略にはフレキシビリ

ティということをおっしゃいましたが,具 体

的な措置 としてはどうい うことをや っていら

っしゃるのですか。フレキシビリティを維持

するということで具体的にどんな方策をとっ

てお られるか,そ れをお聞かせいただ きたい

と思います。

答 大変良いご質問あ りが とうござい まし

た。確かに話は してお りませんが,し か し小

規模の ミニハイ ドロパワー をや ってお りま

す。さまざまなプロジェク トにも入れており

ますが,し かしただ研究開発 としてさほど大

規模の もの をや っていないということで,そ

の程度の意味で外 したわけでございます。額

としてはあまり大 きいものではないと思いま

す。

それか ら次 にペースセッター としての役割

を今後果たしていくことの成否 ということで
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あ ります。確かに リスクは高いのですが,私

どもの立場 としてはやはりペースセッターと

しての役割は今後 とも続けていきたいと思っ

てお ります。長期的には結局 それが我々のた

めになる,我 々を救って くれるのだと思いま

す。そして長期的にはそれによって金銭的な

節約 もできます し,よ りよいシステムを作 り

上げることができると思います。長期的には

ベネフィッ トがあると思ってお ります。

若干方向を変えた というだけでございまし

て,再 生可能,代 替エネルギーの分野ではア

メリカの電力会社の中で私 どもが最 も進んで

いると思います。なぜ ならば,そ れに全力を

投入 したからであ ります。今 日も同じような

努力をしたいと思いますが,ど ういうふ うに

申し上げていいのか,今 のや り方はリファー

ビッシュ,改 造を重視しているわけでありま

す。すなわちより内化をしているわけであ り

ます。 メンテナンスの人たちともよく協力し

て,そ して新 しい施設をつ くることなく,既

存の施設の寿命 をどのように伸ばしたらいい

か というところに注 目しているわけでありま

す。

それか ら再生可能,代 替エネルギーにつ き

まして も,そ の経済1生を最大に増やす,そ れ

から送電,配 電,あ るいはエネルギー変換 と

いうことについても燃料電池 とはまた違 う問

題があろうかと思います。過去にお きまして,

電気のコス トはいつ も低かったわけでありま

す。当時は送配電 システムは今 日とは違 う形

でできてお りました。 しかし,現 在はシステ

ムを最大限に利用しなければならない制御シ

ステムを確立 して,ロ スを最小限にしなけれ

ばなりません。

このように,我 々に課された課題はより多

くなってお ります。

次にフレキシビリティをどのように測定す

るのかとい うご質問ですか。

間 フレキシビ リティを維持するにはどのよ

うな措置を取っていらっしゃるで しょうか。

答 若干言葉が足りなかったと思いますが,

研究開発のマ トリックスをみていただけます

で しょうか。その上から下,左 から右へ と優

先順位がはっきりと決まっていたわけであ り

ます。そして会長から一般社貝までこれが し

っか り浸透 しておりまして,会 社 としてのフ

レキシビリティを維持 しようとい うのがテー

マになっているわけであります。そのために

は企画が必要だろうと思います。石油価格の

今までの動向,そ れから州あるいは連邦政府

の動向 をみてみますと,ア メ リカでは会社が

フレキシビリティを持たない限 り生存できな

いのです。例え生存できて もフレキシビ リテ

ィに欠けてお ります と,下 位の地位 に甘んじ

なければならないということで,ア メリカで

はフレキシビリティが会社存続のための大変

重要な要件になってお ります。

問 日立の川上 と申します。先ほどPURPA

法 とい うのは非常にクリィテカルであった。

買い戻 しルール,こ れが最 も重要なクリティ

カルな規定だと思 うのですけれども,私 この

買い戻 しというのはあま りよく知 らないので

す。 とくに回避原価,こ れにつ きましてあま

り知識がないわけです。 この買い戻 し政策に

ついてご存 じでいらっしゃいましょうし,ま

た再生可能,代 替エネルギーの開発の仕方に

つ きましてはよ くご存 じでいらっしゃるか と

思います。ですから,こ れにつきましてのデ

ィーチさんの考 え方 というものを教えていた

だけますか。
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答 カ リフォルニア州ではいわゆるスタンダ

ー ドコントラクト,標 準契約 とい うものを制

定いたしまして,こ れをPURPAの 施行ため

の一つの道具 といたしました。つまり小規模

発電設置者が電力会社に,FERCに よって適

格施設 として認められたが,こ のような施設

を作 り余剰電力をあなた方に売 りたい と話 を

持ちかけてきます。 こういった契約の交渉 を

円滑に進めるためカ リフォルニア州には,公

益事業委員会 というのがありまして,こ の委

員会は電力会社に対 しあなた方の回避原価は

どうなっているか教 えて くれ と言って きま

す。そこで電力会社は規制当局 と交渉をしま

して,あ る回避原価に合意するわけです。 こ

の回避原価 と言いますのは,き かれるたびに

いつ も説明が難 しいと思いまず。例えば,小

規模発電か らある電力量 を買い取 った場合

に,若 しそれ と同量 を自らが発電 して供給す

る場合に必要 となる費用を回避原価 といいま

す。つ まり,自 らの施設を使って発電 しない

でその分 を小規模発電から買い取 るわけです

から,自 分で作った場合に必要 となる経費を

回避原価 として払えというわけです。その電

力が増加 した分 というのは,ピ ー クロー ドと

して計算されるわけです。例えば,火 力発電

所で発電す る分が節約できたので,そ れが回

避原価 として払われることになるわけです。

買い戻 しというのは,例 えば,コ ジェネレー

ション施設からその余剰電力を買い取ること

です。その場合に,エ ネルギー と容量の価値

に基づいて,あ るいは容量価値な しで,エ ネル

ギー価値だけで買い取ることもできます。カ

リフォルニア州ではこのような回避原価 とい

う政策をまず打ち出 しました。買い戻 しとい

うのは我々が必要ぞあっても,必 要でなくて

も,買 い取 らなければならなかったとい う問

題でありました。ですから,最 小負荷状態の

時にこういった独立会社から買い取 らなけれ

ばならないとい う意味で,買 い戻 し政策 とい

うのは我々に取って非常に大 きな負担 となっ

てしまったわけです。それが一つの問題で し

た。
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基調講演一2

我 が 国 にお け る電源 構 成 と

分 散 型 電源 の展望
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(財)電 力中央研究所
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は じ め に

このような基調講演を私がいたしますこと

が適切であるかどうか分 りませ んけれども,

ご指名でございましたので,お 受けさせてい

ただきました。

題は 「我が国における電源構成 と分散型電

源の展望」 ということで,な かなか具体的な

答 をズバッと言 うのは現状では難 しいと思い

ますが,電 力中央研究所の中で現在いろいろ

検討 を行ってお りますので,そ の内容 をご紹

介 させていただきまして,責 を果 したいと思

います。

ご存じのように,石 油危機 を契機 といた し

まして,エ ネルギー ・セキュ リティ確保のた

めのいろいろなエネルギー源の多様化,さ ら

には脱石油あるいはエネルギー ・コス ト低減

のための新省エネルギーの開発研究が開始さ

れ,今 日まで多 くの努力が各機関で払われて

きております。まず昭和49年 にはサンシャイ

ン計画が発足いたしましたが,ま た53年 には

ムーンライ ト計画の発足,55年 の石油代替エ

ネルギーの開発及び導入の促進に関する法律

の制定,そ れに伴 う新エネルギー総合開発機

構(NEDO)の 設立など,国 の施策が次々

と実行に移されまして,官 民協力の下に着実

に成果が得 られつつあります。とくに,燃 料

電池発電,太 陽光発電,風 力発電に関しまし

ては後程 いろいろご紹介があると思いますけ

れ ども,技 術的にパイロットプラン ト研究の

段階に入ってお り,い よいよこれをいかに導

入 してい くか ということの検討を開始する時

期にきていると皆様が考えておられるわけで

ございます。そうい う意味で通産省の資源エ

ネルギー庁では昭和59年10月 に新エネルギー

導入ビジ ョン研究会 を庁内に設置 されま し

て,当 面は導入が間近いと考 えられます新エ

ネルギーの検討を実施 されたわけでございま

して,そ の結果が60年6月 に報告 されてお り

ます。 また,こ れ と相前後 しまして,NED

Oに おきましても新エネルギー導入ビジョン

調査委員会を設置されまして,58年 から3力

年にわたって詳細な検討が行われ,本 年3月

にその結果が報告されてお ります。このよう

な,報 告の中でそれぞれの新エネルギーにつ

いて導入ステップ というものはこういうふ う

に考えたらいいのではないか とい うのが比較

的具体的に示されてお ります し,ま た導入す
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る際のいろんな諸課題についても明示 されて

お ります。 またこれ と併行いたしまして,近

年,コ ジェネレーションの導入についての論

議 も活発化 してきておりますが,こ れも新エ

ネルギー技術 と同様,分 散電源 ということで

位置づけられるものであると考えます。これ

ら分散電源 を既存電力システムへ導入するた

めには,後 で他の講師の方が詳細に説明され

ると思いますので,私 は説明を省略させてい

ただきますけれども,大 きな環境整備の課題

を抱えているわけでございます。 しか しなが

ら,関 係機関でこの方面の検討 も着実に進ん

できてお ります。具体的には資源エネルギー

庁が60年7月 か らコジェネレー ション運営基

準検討委員会 というのを発足させてお ります

し,民 間におきましても,60年4月 か ら日本

コジェネレーション研究会がスター トしてい

るわけでございます。また,太 陽光発電,燃

料電池,風 力発電 というものの技術そのもの

に対す る技術基準の策定整備,既 存系統への

連系にかかわる諸問題 について関係機関の熱

心な討議 と作業が進められてお りますので,

近い将来その結論が出されるもの と考えてお

ります。 このように分散電源が世の中にこれ

か ら導入される段階が近づいていると考 えら

れますので,き ょうは将来の電源構成の中で

分散電源がどういう形でどの程度の量が期待

されるのだろうかということについてお話 し

申し上げたいと思います。

まず最初に導入を考えます場合 には将来の

電力需要想定を行 う必要があ ります。最近,

21世紀のエネルギービジョンに関する検討が

官民 ともに一生懸命やられていますが,こ れ

と並行 して将来の経済成長がどうなるかとい

うことにつ きましても,い ろんなシンクタン

クが調査 をされてお ります し,ま たその結果

も発表されてお ります。 ところが最近の石油

価格にみられますように,こ の変化が具体的

にどうなってい くのか。将来は石油価格が上

がるであろうとい うことについての予測は変

らないわけでございますけれども,い つまで

このような状態が続 くのであろうかとい うこ

とにつきましては極めて不透明であ ります。

そうい うことで,こ れか らお話申し上げる予

測 というようなものの妥当性がどれだけある

だろうか ということについてなかなか確信が

持てないというのが実情であろうかと思 うの

ですが,一 応のご説明をさせていただきます。

電力中央研究所では昭和52年 から将来のエ

ネルギー事情の進展あるいは研究開発がどう

い うふ うに進むのか,ど ういう課題があるの

だろうかということをいろいろ調べ まして,

昭和58年 に西暦2000年 を目標 として,2030年

を補助 目標 とした長期予測を取 り纒め,そ れ

を公表いたしました。その後諸般の事情がい

ろいろ変ってまいりましたので,さ らに分析

を進め まして,そ の結果を極 く最近取 り纒め

たわけでございます。本 日はその分析結果 を

用いまして,電 力の需要想定ならびに電源構

成の見通 しについてご説明をしてみたいと存

じます。

1.電 力の需要想定

今世紀から21世紀初頭にかけて 日本の経済

は成熟した先進国というものへ着実に歩みを

続けるとい うふ うに考えられるわけで ござい

ます。電研でや りました予測では図1に 見ら

れますように,実質成長率は2000年 まで4%,

その後の10年 間は3%と いうふ うに見てお り
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図1経 済 成 長 と物 価

ます。1960年 代の成長率が10%,70年 代の5

%と いう成長率に比べます と,伸 び率 自体は

相当低 くなって くるわけでございますけれど

も,我 が国の1人 当た りのGNPが1万 ドル

という状態になっている中での4%成 長 とい

うのは現在の欧米の実績 を凌駕するものでご

ざいます。この結果,日 本経済の規模は実質

2000年 までに1983年 の2倍 弱,2010年 には2.6

倍,さ らに2030年 までには4倍 強まで拡大す

るというふ うに見込まれ ます。加 えまして,

物価の安定ぶ りも注 目に値いするもので,こ

の図に見られますように,今 後25年 間のイン

フレ率は2な いし3%前 後に留まるというふ

うに我々は予測 しているわけでございます。

将来の高齢化社会における高い社会保障負担

というものが仮にあるといたしましても,こ

の ような所得の増大は着実に消費を高めます

し,こ れ と並んで企業の投資活動 も実質成長

率 をやや上回るテ ンポで拡大 して まい りま

す。内需主導型の成長過程 を経まして,我 が

国は順次成熟化への足取 りを着実に進めるも

の と考えているわけでございます。(図2参

照)

次に産業構造の変化についての予測であり

5ー

10

5

匿 コ家欝 購 得

oI9839095002052010

図2成 熟経済への道
一高まる税 ・社会保障負担一

口 家計醗税車
1509

一

1393
欄

梱

一

Il67

瓢

12

鰯

'

13

■
903

12
嗣
60

圃
9.51

t2
鱒
86

■
1011 10

■
58

lI

`■
B

一

ますが,成 熟 した先進国への発展は我が国の

産業構造 とい うもの も変えず にはおきませ

ん。変化の方向は知識集約型産業構造への脱

皮でありまして,そ れはニーズの多様化 と技

術革新のうね りによって引き起 こされ ます。

この うちニーズの多様化は選択的消費の拡大

という形で現われます。すなわち,図3に 示

します ように,1次 産業の伸び率及び構成比

は相対的に低下いたします。一方第3次 産業

が大 きく進展す るというこ とが予 測され ま

す。衣食住の基礎的消費が一応の充足 をみて

お ります今 日,教 育,教 養,レ クリェー ショ

ン,娯 楽 というものなど人々の自己実現のた

めの比重が来世紀にかけて急速に増大す ると

い うふ うに考えられるわけであ ります。実質

的にはこの図にありますけれ ども,1次 産業

は比率で2。9ぐらいの ものが1.3ぐ らいまで下

がってしまう。そうい うことでございます。

他方,技 術革新のうね りは伝統的産業の変

身 と新産業の台頭 というものに結び付 くと考

えられます。すなわち,代 表的な産業の今後

の変化は電気機械などの加工組立産業及び教

育,医 療,金 融などの3次 産業が大 きく伸び,

農林水産業及び鉄鋼等の素材産業の伸びは鈍
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図3ソ フ ト 化 進 む 産 業 構 造

化す ると予想されます。技術革新の内容は半

導体 を中核 としたマ イクロエ レク トロニ ク

ス,コ ンピュー タや光ファイバーを軸 とした

情報処理,醗 酵技術や遺伝子操作などをてこ

とす るバイオテクノロジー,フ ァインセラミ

ックスやエンジニア リング ・プラスチ ックス

などの新素材であります。中でもマイクロエ

レクトロニ クスはあらゆる産業に共通す る基

盤技術の提供者 といたしまして,産 業全体の

知識集約化を促進いたします。 また,素 材の

発達は鉄鋼,非 鉄,化 学など戦後の 日本経済

を支えてきた基盤素材産業に対 し新たなビジ

ネスチャンスを提供することになるであ りま

しょうし,産 業の知識集約化 または社会の情

報化にも結びつ きます。研究所で開発いたし

ました情報化経済モデルの試算結果によりま

す と,情 報産業の生み出す付加価値は1983年

のGNP全 体の18%か ら2000年 には30%を 占

めるようになると考えられます。

次はエネルギー需給 に関 してであ ります

が,我 が国のエネルギー需要は最近の原油価

格の下落を反映 して,短 期的には増加する傾

向を示すもの と思われますが,表1に 示 され

ます ように,中 ・長期的には比較的低い水準

表1エ ネ ル ギ ー 需 給 バ ラ ン ス

1983年 2000年 2010年 2030年

需

要

需要 量(億k1) 3.9 5.9 6.4 7.4

増加率(%/年 〉
、

} 2.5 0.9 0.7

対GNP弾 性値 一 0.6 0.3 0.3

エ ネルギー

/GNP比 指数

1986=

1.0
0.78 0.63 0.40

エ

ネ

ル

ギ

i

供

給

一般 水力 ・地熱

(万婚の

1,800
(6.2)
2,400
(4.9)
2,600
(4.5)
2,900
(4.2)

原子 力

(万熱v)

1,800
(7.3)
5,600
(16.3)
8,500
(22.0)
15,000
(34.7)

石 炭

(億t)

1.0
(17.5)

1.3
(14.6)

1.6

(16.4)

2.6
(23.2)

LNGそ の他

臆kl)

0.29
(7.4)

0.6
(102)

0.7
(10.9)

0.7
(9.5)

石 油
(億kD

2.38
(61.6)

3.2
(54.2)

2.9
(45.0)

2.1
(28.4)

供給合計
(億kl)

3.87
(100)
5.86
(100)
6.44
(100>

7.41
(100)

注)1.1983年 値 はエ ネ ル ギー バ ラ ン ス表(暦 年)に よ

る。

2.石 油 の項 は 石炭 液 化 燃料 を含 む 。

3.LNGそ の 他 の項 の 値 は石 油 換 算値 。

4.エ ネ ル ギー 供給 の()は 構 成 比 を示 す 。

に留まるであろうと考 えてお ります。1983年

から2000年 にかけて年平均2.5%,対GNP弾

性値は0.6程 度で推移す るもの と考 えていま

す。2000年 以降は化石燃料価格の高騰 経済

成長の鈍化,省 エネルギーの一層の進展など

を反映 して,伸 び率は1%以 下に低下 し,エ
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表2電 力需要の展望

一

1984年 2000年 2010年 2030年

総電力需要
(含自家発,億kWh)

増加率(%/年)

対GNP弾 性値

エネルギーに占める

電力の割合(%)

5,808

一

}

38

9,215

3.0

0.75

43

11,523

2.3

0.77

51

一

『

-

62

注)エ ネ ル ギー に 占め る電 力 の割 合 は一 次 エ ネ ルギ

ー べ 一 ヌ、。

ネルギー対GNP弾 性値 は0.3程 度まで低下

するものと考えられます。

一方,エ ネルギー供給政策のめざすべ き目

標は経済成長 とセキュリティの調和にありま

す。この 目標の下では原子力を柱 とした政策

をかなり長期的に継続することが現実的だろ

うと考えます。当研究所の試算では日本のエ

ネルギーの自給率が現在の20%程 度から2030

年には40%以 上 にまで引き上げることが可能

であるというふうに考えます。

次に電力需要であ りますが(表2参 照),

2000年 まで年率3%,2000年 以降2030年 まで

は2%の 伸びとな り,対GNP弾 性値は0.75

程度で推移す るもの と見込 まれます。 これは

2000年 以降 も産業構造は全般 として電力消費

の少ない形に変化 し続けますが,民 生部門の

電力需要が堅調であることに加え,原 子力発

電の進展に伴い,他 のエネルギーに比べて相

対的に電力価格は安 くなるといった需要増加

要因があるためであ ります。 とくに民生の部

門のうちで も業務用の電力需要は,第 三次産

業の新 しい展開や,質 的に高 く多様なサー ビ

スを求める社会の要求に伴いまして,今 後25

年 にわたって4な いし5%程 度の高い伸びに

〔億KWh〕
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図4電 力需 要 構 造 の変 化

なると考えます。(図4参 照)

その結果,図5に 見 られますように,エ ネ

ルギー全体に占める電力の比率は持続的に上

昇いたしまして,現 在38%の 電力比率は2000

年には43%,2030年 では62%と いうふ うに着

実に上昇 してい くと考えられます。このよう

に,21世 紀中頃までには情報,エ レクトロニ

クス技術を核 として,本 格的な新電気文明社

会が実現しているであろうと予測されます。

2.電 源 構 成

次に電源の最適構成についてでございます

が,我 が国の最適電源構成を考 えるにあた り

まして,経 済性は勿論 我が国のエネルギー

セキュ リティのみならず,エ ネルギー経済大

国 としての国際的責務 を考慮 して,決 定 しな

ければな りません。当所では西暦2000年 から

2030年 に至 る最適電源構成について分析いた

しまして,次 のような結果を得 ました。

表3は,資 源エネルギー庁で60年 の10月 に

各電源別の発電原価 を計算された例でござい
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表3電 源 別 発 電 原 価

(単位:円/kWh)

原 価

電 源

送 電 端

発電 原価

内 訳

固 定 費 燃料費(比 率)

一 般 水 力 21円程度 21円程度

石 油 火 力 17円程度 5円 程度 12円程度(7割 程 度)

石 炭 火 力 14円程度 9円 程度 5円 程 度(3.5割 程 度)

LNG火 力 17円程度 7円 程度 10円程度(6割 程度)

原 子 力 13円程度 10円程度 3円 程 度(2.5割 程 度)

初年度原価を示す。 出典:資 源エネルギー庁(昭 和60年10月)

ますが,こ れで見られます ように,原 子力発

電及び石炭火力の発電原価が非常に低い とい

うことがご理解いただけると思います。現在

は石油価格が下がっておりますので,こ れほ

どの差はないかも知れ ませんけれ ども,や は

り原子力,石 炭火力の有利性 というのは,長

い目でみた場合 には変 らないと思います。

そういう意味で原子力は経済性,供 給の安

定性 とい う両面で共に優 れてお りますため

に,図6に 示します ように,べ 一ス電源 とし

て他の電源に優先 して開発す ることが必要で

あります。近年の電源開発の動向等を考慮い

たしまして,現 実的な目標 として2000年 の原

子力容量を5,600万KW,設 備比率で約30%,

電力量比率 で40%程 度 というふ うに予想いた

しました。また2010年 で8,500万KW,2030年

で1億5,000万KW,設 備比率で40%,電 力量

比率で60%程 度 とするのが適 当と考えられま

す。

因みに立地事情などの現実的な制約条件を
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図6電 源 構 成 の 推 移

ある程度外 し,か つ今後予想され る燃料価格

の推移 を前提条件 といたしまして,理 想的な

電源構成を試算いたします と,2000年 で6,000

万か ら8,000万KWと いうかな り幅広い範 囲

が最 も経済的な原子力発電の容量 とい うこと

にな ります。 また2000年 以降の理想的な原子

力発電容量は,前 述の現実的な目標 よりも約

1割 がた大 きい値 いが望 ましいというふ うな

結果を得てお ります。

次に石炭火力は,原 子力を補完するべ一ス

電源として位置づ けられます。(図6参 照)ま

たLNG火 力では経済性及び燃料契約の硬直

性などにより今後の増設については控 え目に

対処することが適切であると考えます。

さらに,石 油価格は1990年 頃から上昇に転

ずるもの と予想されますので,既 設の石油火

力は貴重なピー ク用供給力として有効 に活用

すべ きであり,そ の設備利用率は2000年 で10

ないし20%程 度 となるもの と予想 されます。

以上の結果,図6に 見られ ますように,1985

年から2030年 にわたる電源構成の推移 は新技

術のLNG複 合,石 炭ガス化複合発電方式な

どの導入を含めまして,そ の様相が展望され

てまい ります。

この図では,石 炭ガス化複合,LNG複 合

などが入ってお りますけれども,こ れは技術

開発の進展 との関係で決 まって くるわけでご

ざいます。きょう話題 になります新型電源は,

原子力 というパ ターンの中に一応含めて,量

的に示 してございます。

このような基本的な電源構成の見通 しの中

で分散電源 をいかに位置づ けるか とい うこと

はなかなか難 しい問題でございます。

3.分 散電源の必要性

電力供給 という立場からは,今 後,分 散電

源 と申しますか,需 要密着型 と申しますか,

需要地に近接 した電源の確保が重要でありま

す。その理由の第一が電源立地の遠隔化 と電

力輸送コス トの高騰であ ります。先に説明い

たしました電源構成中の主要電源であります

原子力及び石炭火力の立地は当面地域的に遠

隔化せざるを得 ない状況 にあります。これが

ためこれ ら主要大容量電源か らの電力を移送

す る送電線 も漸次長距離化,大 容量化 し,そ

の用地の確保 も電源 と同様困難iさを増 してお

ります。

一つの送電線で送 り得 る電力の大きさは,

図7に 示 しましたように,電 線の最大電流,
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図8架 空送電線1kmあ た りの建設費

それに安定度 という現象によって制限されま

す。最大電流は電線の太さで決 まりますが,

安定度 と言いますのは,送 電線の距離 とそこ

に流れ る送電電力によって決 まります。送電

距離が100km以 上になりますと,送電電力は図

のように距離に逆比例して減少いたしますの

で,距 離が長 くなればなるほ ど同一の電力を

送るのに数 多くの送電線を必要 としたり,送

電電圧 を高 くしたりしなければな りません。

また送電線はどんな場所で も通せ るわけでは

ありませんので,場 合によっては自然条件の

厳 しい1,000m以 上の山岳地帯を通過せ ざる

を得なかったり,ま た国立公園,史 跡,そ の

他各種の制約を受ける場合 も非常 に多 くなっ

て きてお ります。

この ように,送 電線が高電圧になった り,

長距離化 したり,かつ工事が難 しくなったり,

制約を受けた りする場所が増加 していること

を背景 といた しまして,送 電 コス トは年々上

昇の傾向にあります。

図8に 示しましたように,送 電線の建設費

は相当のばらつ きがあ りますが,こ の10年 間

に約2倍 になってお ります。 また,大 都市圏

はます ます拡大 してお りますが,こ れ と共に

送電線や配電線の地中化に対する社会的な要

請が一段 と強 まってお ります。架空線 を地中

化するための工事費は非常に高 く,一 般 に架

空線の10倍 以上 とい うふ うになりますので,

電力輸送 コストをさらに上昇させることにな

ります。

理由の第二は,現 在稼働中の都市近接 火力

の再配置問題であります。今後大幅な負荷率

の改善が予測 されない以上,地 域負荷用,あ

るいは中間負荷用電源の確保が重要であ りま

すけれども,こ こ当分の間火力発電がその役

割 を果すことになります。

現在,需 要地近傍にある既設石油火力,L

NG火 力が この目的のために用いられていま

すが,図9に 示しますように,こ ちらに発電

機の単機容量,向 こう側に運開年が示されて

お りますが,だ んだんとその老朽化が進んで

まい りまして,ス クラップ ・アン ド・ビル ド

につ いて検討す る時期が近づ きつつあ りま

す。石油火力によって更新することが事実上

不可能である現況下で,代 替電源 として,パ

ブ リック ・アクセプタンスを得ながら,な に

を選択するかは極めて重要であります。この

場合,都 市部及びその近郊における小 スペー

スを電源立地に活用でき,対 環境汚染 に優れ

た分散電源が確保で きれば,電 力流通設備 の

節減にもつなが り,電 力コス ト低減にも役立

つことにな ります。

理由の第三は,コ ジェネレー ションに代表

されるエネルギーの複合利用であります。生

活水準の向上と共に民生熱需要が増加 して き

てお りますけれども,ホ テル,病 院,事 務所

ビルなどその適用によ り省エネルギー一化,低

コス ト化が図れる可能性が相当あると考えら

れます。熱需要を主対象 とする分散電源,オ
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ンサイ ト電源が最 も早 く導入されると思いま

す。

4.分 散型電源導入の問題点

次に分散電源の開発状況でございますが,

これに関七 ましては,の ちほど伊藤さんその

他の方々から詳細に説明されると思いますの

で,そ の要点だけに簡単に触れさせていただ

きます。

ガスエンジン,ジ ーゼル ・エンジン,ガ ス

タービンなどを用いますコジェネレーション

は,す でに実用化の域 に達 してお り,そ の導

入はいかに経済的に効率的にシステムを構成

するかが問題でございます。 また導入に当た

っての環境整備が必要条件 ということにな り

ますけれ ども,こ の点につ きましても他の講

師から詳細な説明があるはずでございます。

このへんの整備のいかんでは分散電源の導入

というのがいろんな形に変って くると考えら

れるわけでございます。

燃料電池,太 陽光発電,風 力発電などはそ

れ自体の開発研究は相当進んでお りまして,

実証的研究も開始されてお ります。またそれ

によって実用化の見通 しも徐々に明らかにな

りつつあります。一方,こ れ ら新エネルギー

技術が商用化される際の最終的なシステムを

考えてみます と,周 辺技術,関 連技術の開発

研究が必ずしも本体の開発 と協調が取れてい

るかどうか,不 安を感 じる部分がないわけで

はございません。

例えば燃料電池の導入可能分野は,火 力発

電所代替用,変 電所設置用など大 ・中容量の

ものはともか くといたしまして,工場設置用,

地域設置用,業 務用などオンサイ ト発電型は

コジェネレーションとしての熱利用が重要な

意味を持つわけでございますけれども,こ の

部分のシステムをどのようにするのか,あ るい

はこのために必要 となる構成要素の開発研究

はどうするのか,導 入時期までにすべてが間
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に合 う状況にあるのか否かとい うような点が

問題点でございます。

太陽光発電におきましても,太 陽電池その

ものの高変換効率化,低 コス ト化の努力は極

めて積極的に行われてお りますけれ ども,イ

ンバー タの低コス ト化,太 陽電池用バ ッテ リ

ーの開発につ きましては,既 存の もので十分

であるといったような安易な考え方ですまさ

れていないかどうか,さ らには太陽電池の導

入場所 ごとに最 も適切な,経 済的な設置方法

が研究されているかどうか,導 入時期 までに

それ らが仕上が るか否かが不安で ございま

す。

確かに新 しい技術開発でございますので,

その もの自体が市場 に参入 し得 る性能 を実現

で きるか否かを見極めるということが最優先

であるということは十二分に分かりますけれど

も,商 用化 ということになります と,シ ステ

ム全体がユーザーの希望 に沿った もの,諸 々

の要件 を満足 し,導 入のメリットが十分得 ら

れるということが重要でございます。本体 そ

のものの開発が進み,か つ導入の形態が提案

されている現在,そ の目的に合 ったシステム

を実現する諸技術の開発 を本体以上に力を入

れて進めるべ きだと考 えます。周辺要素開発

の遅れが導入時期を左右するようでは問題で

ございます。太陽電池とか,風 力発電のよう

に再生可能 な自然エネルギーの利用の場合

は,問 題 とはな りませんけれ ども,燃 料電池

や コジェネレーションの場合,そ の1次 エネ

ルギーがいつまで利用可能 なのか,そ れ と十

分整合が取れた姿で開発が完了するのか とい

う点が重要でございます。エネルギー関連の

設備はご存知のように産業設備 とは異なりま

して,極 めて長い耐用年数が必要でございま

す。このため将来の1次 エネルギーの動向を

慎重に予測 しておきませんと,市 場性の薄 い

技術開発 となる可能性があります。例えば,

天然ガスの場合,現 在の計画あるいは予想で

は2000年 頃が最大の使用量 となるはずでござ

います。先ほど説明いた しました火力発電所

の耐用年数 と同じように,天 然ガスの経済的

な入手がいつ頃 まで期待で きるのか,ま た仮

に減少するとすれば,代 替エネルギー をなに

に求め るのか,そ の場合現在開発中の技術が

継続 して利用可能かどうか ということなど,

技術導入時期にタイム リミットを与える要因

が存在すると考えます。

新技術の導入は,技 術的な完成度,環 境整

備 等によるこ とは勿論でございます けれ ど

も,最 も支配的な要因は当然のことながら経

済性でございます。資源エネルギー庁の新エ

ネルギー導入ビジョンの中で詳細なコス ト評

価が行われてお ります。例えば,太 陽光発電

の場合,家 庭用,業 務用あるいは工業用 とし

て広 く普及するためにはシステム価格を1ワ

ッ ト当た り200ないし300円 とす る必要があ り

ますけれども,現状は1ワ ット当たり2,000円

から3,000円 でございます。1990年頃には1ワ

ッ ト当たり800な いし1,200円 になると予想 さ

れてお ります し,ま たそ うするための開発計

画というのがたて られて,そ の通 りのスケジ

ュールで進んでおるわけでございます。 しか

も,そ の対象 とする太陽電池は結晶型でござ

いまして,こ れの最終的なコス トはワット当

た り5～600円 と予想されているわけでござ

います。 しかし,太 陽光発電を導入するため

にはさらに大幅なコス ト低減を図る必要があ

り,こ れにはアモルファス型の太陽電池にな

らざるを得ない と考えられているわけでござ
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います。これがためにはさらに技術開発を進

める必要がございますし,こ の完成が電力供

給用 として太陽電池の導入量を決定すること

になります。燃料電池は,リ ン酸型が最 も実

用に近 いところまで開発 が進んでお りまし

て,ガ ス会社が実施 してお ります40KW/基

のフィール ド試験 も順調 に行われてお りま

す。 しか しながら,そ の価格 は約375万 円/

KWで あり,現 在試運転に入っておりますム

ーンライ ト計画の1 ,000KW/基 は,約320万

円/KWの 建設費がかかってお ります。燃料

電池が市場に参入す る場合には,熱 供給メ リ

ッ トを加味 した といたしましても,33万 円か

ら49万 円/KW,す なわち現在の10分 の1以

下にする必要があります。 しかも,前 述いた

しましたように,熱 供給 システムを加える必

要がありますので,こ の実現には格段の努力

が必要 と考えます。

お わ り に

このように考えてまい ります と,今 世紀中

の新エネルギーの導入はなかなか厳 しいもの

があ ります。 しか も,導 入されてもたかだか

1%以 下であろうというふ うに考 えるのが常

識的ではないか と考えます。 しか しなが ら,

現在で も離島や僻地等電力コス トの高いとこ

ろが存在 しますので,ま ず当面は,そ のよう

なところから普及が進んで くるであろうと考

えます。また,長 期的には電力輸送 コス トの

増大,あ るいは電力供給 システム確立の困難

性などのために分散電源の必要性は増すこと

はあって も減 ることはないと考えられます。

その時の分散電源はなんであるか,ま たその

導入形態はどうなるのかなど今一度慎重に検

討 して論議 を重ねるべ きではないかというふ

うに考えてお ります。

ご静聴どうもあ りが とうございました。

(かみのその ひろし)

・:○
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報 告 一1

分散型電源の現状等について

通商産業省資源エネルギー庁

公益事業部技術課総括班長 薦 田 康 久

1.は じ め に

ただ今,上 之薗先生から今後の電源構成に

おけます分散型電源の展望 とい うことでお話

があったように,分 散型電源 と申しまして も

いろいろな種類がございます。技術 レベルの

面からみます と,今 すでに実用化の域 に達 し

てお りますのは,恐 らくコジェネ レー ション

あるいは小水力といったようなものでござい

ます。それから開発段階にあ りますのは,先

ほ どございましたように,太 陽光発電 とかあ

るいは燃料電池,風 力発電 といったようなも

の,こ ういうような仕分けがで きるわけでご

ざいます。

それからもう一つ電源の性格について分類

してみます と,一 つはコジェネレー ション始

めいわゆる人為的にその出力が変えられるも

の と,そ れか ら風力発電あるいは太陽光発電

の ように自然に依存するもの というように分

けられるわけでございますが,今 日の私の話

といたしましては,主 として今技術的に確立

しているとともに人為的に出力が変 えられる

コジェネレー ションの普及について少 し議論

してみたい と考 えてお ります。

まず分散型電源のなかでは,今 申しました

ように,コ ジェネレーションがすでに実用化

の域に達 しておるわけでございますが,こ れ

が一般に普及す るためにはどうい う問題があ

るだろうか と考 えてみます と,以 下の四つの

問題があろうか と思われます。

すなわち,コ ジェネーシ ョンについて言い

ますと,当 然技術的課題 とい うのはもうない

わけでございますが,む しろ法制問題 といい

ますか,実 際上その運用に関 します問題が若

干あるわけでございます。従来言われてお り

ますのが,一 つは電力系統への連系の問題で

ございます。電力系統への連系 と申します と,

各需要家が例えばコジェネレーション設備 を

自分で設置される,そ の場合 にその コジェネ

レー ションの発電機が壊れることも当然ござ

いましょうし,あ るいは検査のために止めて

いる時もある。そういう時に電力会社の系統

に連系しておきます と,そ の時に電力を買え

るとい うことでございまして,常 に安定した

電気が得られるということで,コ ジェネレー

ションにはこの連系が不可欠であると従来か

ら言われております。

もう一つは,不 足電力の供給の問題でござ

います。これは連系いたします と,今 申しま

したように,コ ジェネレーションが壊れた時
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とか,あ るいは検査 の時 に電 力会社か ら電 気

を買 うわけで ご ざい ますが,こ の買 う機 会 と

申 します と,1年 に何回 あるか,と い う程 度

の もの で ござい ますが,そ の ため に1年 間の

トー タルの契約 を電 力会社 といた します と,

非 常 に固定費が高 くつ くとい うこ とか ら,こ

の不 足電 力 に対 します電気料 金制 度 を作 って

もらえないか とい うのが この問題 で ご ざい ま

す。簡単 に言 い ます と,不 足電 力 を安 く売 っ

て くだ さい とい うこ とで ご ざい ます。

それか ら三つ 目が余剰電 力の問題 でご ざい

ます。 コジェネ レー シ ョン と申します と,大

体熱需要 と電 力需要 がマ ッチ ング した需要 家

に適 してい る,こ の よ うに一般 的 に言 われて

お りますが,そ うい う需要 家で あ りまして も,

あ る時には電気 が余 る とい うことが ご ざい ま

す。仮 に余 った電 気 を電 力系 統 に編 入いた し

ま して,電 力会 社に ある程度 の コス トで買 っ

ていただ きます と,コ ジェネ レー シ ョンの資

本 回収 に も役立 つ とい うこ とで,従 来 か らこ

れ も希望 が あった もので ご ざい ます。 なお,

ア メ リカで は,こ の余剰電 力の購 入につ きま

して,法 律で これ を買 う価格 とか,あ るいは

その買取義 務等 を定めて お ります。

最 後は,特 定 供給の問題 で ござい ます。 こ

れ は例 えば私 が コジェネ レー シ ョンを 自分の

家 につ ける,例 えば私の家 です と,1kWの コ

ジェネ レー シ ョンが あれ ばい いわ けですが,

コ ジェネ レー シ ョンにつ きまして もや は りス

ケー ル メ リッ トとい うの が ございます。例 え

ば100kWに す る とい うことにな ります と,kW当

た りの単 価が相 当安 くな ります。 ただ電気が

余 って しまいますので,こ れ を隣近 所に配 り

たい,電 力会社 に売 って もよろ しいのです が,

余 り高 いお 金で買 って くれな い。隣近 所です

と,も うちょっと高いコス トで買って くれ る

だろうということか ら,隣近所に配れないか,

これが一般に特定供給 と言われている問題で

ございます。こういう大きく四つの問題がご

ざいます。そのほかに先ほど話がざいました

環境の問題,あ るいは保守 ・保安の問題が

これに加わって くるということでございます。

コジェネレーションという問題はここ3～

4年 議論 されて きた問題でございまして,一

時は電力とガスの熱い戦いとかいう非常にマ

スコミにセンセイショナルにとらえられたこ

ともございますが,そ れ以降当省 あるいは当

省 と電気事業者,ガ ス事業者 といったような

問で話 し合いが持たれてまいりまして,こ こ

の法制定の問題の うちの余剰電力売電 コス ト

と特定供給の問題につきましては,昨年4月,

それか ら系統連系 と予備電力料金の問題につ

きましては今年の5月 の末にほぼ方向性が固

まった段階でございます。これからこの方向

性についてお話をしたい と思 ってお ります。

2.コ ジ ェネ レーシ ョンに対 す る基本 的

考 え方

まず こ うい う問題 を考え ます際 に,コ ジェネ

レー シ ョン とい うのは我が 国に とって損か得

か,国 として ど う考 えるか とい う基本 ポ ジシ

ョンの問題が あ ります。 これにつ きま して,

当 省 といた しま しては,コ ジェネレー シ ョン

とい うのは,熱 と電 気の需要 バ ラン スがマ ッ

チ した時 には非常 に効率 も高 い し,我 が国全

体 としてみ た場 合,省 エ ネル ギー とい う点で

非常 に効果が あ るので はないか とい うこ とで

高 く評 価 してお ります。 ただ し,先 ほ ど申 し

ま した よ うに,電 力系 統 に結 び 付 け るこ と
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が,他 の需要家に迷惑をかけてはいけない と

いうことで,こ の点を十分に注意 しないとい

けないとい うのが結論でございます。

3.余 剰 電 力の売電 コス ト

そこで個別問題 に入ってい くわけでござい

ますが,ま ず余剰電力の売電の問題でござい

ます。今電力会社に電気 を売っている形態 と

いたしまして,一 般にございますのは,卸 売

電気事業者 と言われるものでございます。電

源開発株式会社あるいは日本原電,そ のほか

各公営電力 というのがこれに相当してお りま

す。これらにつきましては,い わゆる原価で

電力会社に売るように義務づ けられてお りま

すので,例 えば発電原価が20円 ですと20円 で

電力会社に買っていただ く,こ ういう形をと

っているわけでございます。ただし,自 家発

からの余剰電力につ きましては,話 が若干異

なってまい ります。すなわち,卸 売電気事業

者の場合につきましては,ま ず売 る相手が電

力会社だけとい うことございますので,出 て

くる電気のコン トロールといいますか,例 え

ば,8月 何 日の何時頃何万kWの 出力を出す と

いうことが確実に予想できるわけでございま

す。自家発の場合にな ります と,ま ずどの く

らい電力を出すか というのは,対 電力会社の

問題ではな く,自 分の問題でございまして,

電力会社のサイ ドか らみます と非常に不安定

な電気でございます。簡単に申します と,kW

として 自分の供給力 として期待できない電気

とい うことが一つ上げられます。次に卸売電

気事業者につきましても,い わゆる電気事業

者と言われる方は専門の保安要員 を多数抱 え

ておられるとい うことで,保 守 も非常にちゃ

ん とやっておられるわけでございます。これ

に対 しまして自家発設置者は,主 任技術者の

専任義務等もございまして,保 安 をやってい

ただいてはお りますが,や は り効果的にみま

す と,組 織 だっての保守 というふ うには必ず

しもなってお りませんで,事 故率がどうして

も高 くなる。そうい う点でも電力会社のほ う

か らしてみます と,自 家発の余剰電力 とい う

のは非常に不安定な ものだとい うことがござ

いますので,こ の買収価格につきましては国

として干渉 しない,卸 売の場合 につ きまして

は原価で買って くださいということになって

お りますが,自 家発電については干渉しない。

電力会社 とその自家発の設置者の間で個別契

約 をや っていただきたいとい うのが基本でご

ざいます。ただ,そ の際にもやはりこれを買

うことによって電力会社がどの程度 コス トが

低減できるか,あ るいはコジェネレーターの

発電 コス トはどの位の ものか というようなこ

とはやはり考慮していただきたいとい うふ う

に考 えてお ります。これが余剰電力の売電の

問題でございます。

4.特 定 供 給

次に特定供給の問題でございます。これに

つ きましては,も ともと出て きました理由 と

言いますのは,最 近雑居 ビルが非常に増えて

お りまして,そ の雑居 ビルのオーナーが コジ

ェネレーシ ョンを自分のビルに置いて,そ こ

から電力を店子に配れませんかとい うのが根

源的な発想でございます。これは一見,非 常

に理 に適ってお り,当 然ビルの中の人 ぐらい

に売ってもいい じゃないか という議論が出る

わけでございますが,現 在の我が国の電気事
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業法の体系から申します と,不 特定多数の方

に電気を売 るというのは,一 般電気事業者に

限られています。非常 に制限をしておるわけ

でございます。現に今 日本は九電力体制 と言

いまして,9つ のブロックごとに地域独 占を

認めているわけでございますが,こ れを認め

ている理由 というのは,か つて電力会社が乱

立 していた際 に電力料金のダンピングが生

じ,そ の中で,各 社が投資的資金 も確保でき

ず,結 果的に全体の供給力が落ち込んでいっ

た という苦い歴史 を踏 まえたものでございま

す。こうい う歴史の中で,む しろ一般の方に

売るのは,一 般電気事業者 といわれる九電力

に限定 しようじゃないか という考 え方が生 ま

れているのでございます。ただ電力会社に対

しましては今のような恩典を与える一方,供

給義務 とい う厳 しい義務 を課 しているわけで

ございます。ここで知っていただきたいのは,

一般電気事業者には電気を売ることと裏腹に

供給義務が課せ られているということでござ

います。

店子に電気を売 って もいいじゃないか とい

う話があった際には,そ のコジェネレー ショ

ンの設置者 とい うのは,供 給義務 を確保でき

るのだろうか ということが甚だ疑問でありま

す。例えばそのコジェネレー ション設備が壊

れた時にはもう一台予備 をつけますか と言 う

と,つ けられないわけです。その時には結果

的に電力会社か ら不足電力を買いますから,

最終的には電力におんぶせざるをえない,こ

ういうような構造になってお ります。従いま

して我々としましては,現 時点におきまして

は,や はり他人に電気 を売るとい うのは電力

会社にまず限定 したほうが望 ましいであろう

ということから,特 定供給の問題につ きまし

ては,従 来の運用を変 えないということで結

論づ けられているということでございます。

ただ将来的にこの考え方 をず うっと取ってい

くのですかとい う疑問も当然あると思います

が,こ れにつきましては,コ ジェネレーショ

ン導入の普及の状況 とい うのがそうた くさん

出てきているわけでございませんので,む し

ろ今後の長期的な検討課題ではないか考えて

お ります。

5.電 力系統への連系

次に一番問題 となりました電力系統への連

系の問題,そ れか ら不足電力の供給の問題に

ついて若干 ご説明 したい と思います。

表1は 今年5月 にコジェネレーションのた

めの委員会 を役所に設置いたしまして,そ こ

で決まりました系統連系の技術要件のガイ ド

ラインを示 した ものでございます。ガイ ドラ

インは,先 ほどか ら申しておりますように,

あ くまでもコジェネレーション,現 在ある技

術,そ れから人為的にその出力を変えられる

といいますか,制 御できる発電機 に関 します

技術的ガイ ドラインとい うふ うにご理解いた

だきたいと思います。

この時に議論にな りましたことは,表 の左

のほ うに検討項 目と書いてございます。 まず

コジェネレーション需要家 と申します と,大

体1,000kW,2,000kWあ るいは大 きくても4～

5,000kW程 度でございますが,一般的に電力会

社の系統につなげるといった場合どういうふ

うにつなげるか と考 えます と,通 常できれば

6,000ボ ル トの配電線につなげたらどうか と

い う考えがで きるわけでございます。それよ

り非常に大きいものになりますと,20,000ボ
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表1系 統連系技術要件ガイドラインの概要

技 術

検 討 項 目 技 術 的 要 件 高 圧 配 電 系 統
逆 潮 流 な し

1.設 備 容 量 ○ コ ジェ ネ レー シ ョンの 連 系 に よ り系 原則 と して2,000kW未 満

統の設備構成上の基本に影響を与え

な い こ と

2.電 圧 変 動 b系 統電圧を適正値内に維持すること 自動負荷遮断装置の設置(左 記対策が不可
'配 電系統の場合101±6V等'

能な場合は配電線の増強等)

(低圧需要家)

送電系統の場合 変動幅が±1
・ ～2%程 度'

○並列時の瞬時電圧低下を系統の常時 同期発電機:自 動同期検定装置の設置等

電圧の10%以 内に抑制すること 誘導発電機:限 流リアクトル等の設置(左

記対策が不可能な場合は配電
線の増強又は同期発電機の採

用等)

3.保 護 協 調 ○ 事故(コ ジ ェネ レー シ ョン構 内事 故, 短絡 ・地絡 ・発電機異常検出用継電器,逆

配電線事故,上 位系統事故)時 又は 電力継電器,周 波数低下継電器等の設置

緊急時等の系統操作時にコジェネレ
一 シ ョンが 確実 に解 列 され る こ と

○事故時の自動再閉路を可能にするた 線路無電圧確認装置の設置
め コジ ェネ レー シ ョンが確 実 に解 列

され て い'るこ とを確 認 す るこ と

4.短 絡 容 量 ○系統の短絡容量が他の需要家の遮断 限流 リアクトル等の設置(左 記対策が不可

器の遮断容量を上回らないこと 能な場合は異なる配電用変電所バンク系統

又は特別高圧送電系統への連系)

5.力 率 ○連系点における力率が85%以 上でか 誘導発電機:力 率改善用コンデンサの設置

つ進み力率とならないこと (ただし進み力率 とならない

ように制御)

6.連 絡 体 制 ○緊急時に迅速かつ的確な連絡及び復 電 力 会社 とコ ジェ ネ レー シ ョン設 置 需要 家

旧が行われること 間の保安通信用電話設備の設置並びに連絡

体制及び復旧体制の整備

*そ の他 ○上記概要は原則的なものであり,実 際の適用に当たっては,系 統の実態等に応じ,個 別に検討す
○コジェネレーションの設置,運 転,保 守,運 用に当たっては設置者と電力会社で十分協議を行い

020kV配 電 は比較的新 しい配電方式であり,コ ジェネレーションの連系については,高 圧配電系

ル トあ るいは30,000,60,000と い ったよ うな

上位 系 統 につ なげ て い くわ けで ご ざい ます

が,こ の設備 容量 を どの程度 まで配電線 につ

なげて いいのか とい う問題が あ るわ けでご ざ

い ます。 これ を一つ議論 した とい うこ とで ご

ざいます。

それか ら電 圧変動 の問題で ご ざい ます。 こ

れは電気 の出力で ご ざい ますが,一 般的 に電

圧 変動 を どの程 度許容 され るか というこ とで

ございますけれ ど も,100ボ ル ト系,200ボ ル

ト系 につ きま しては,こ こに書 いて ご ざい ま

す よ うに,許 容範 囲が法令 で定 まって お りま

す。す なわ ち,100ボ ル トの場合 です と,101

±6ボ ル トとい うのが決 まってお る とい うこ

とで ご ざい ます。送 電線の場 合は現在 ござい

ませ ん。 こうい うように,配 電 線の電圧許容

値,通 常 時で ござい ますが,こ うい う問題 を

考 えない といけない とい うこ とです。

もう一 つは異常 時の問題 でご ざいます。 急

激 に電圧変 動す るこ ともご ざい ますが,こ の
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的 対 応

(6kV) 特別高圧送電 系統 備 考

逆 潮 流 あ り 逆 潮 流 な し 逆 潮 流 あ り

同 左 系統の各電圧別の契約電 同 左

力の上限の範囲内

博 用線連系とする 必要に応じ自動電圧調整 同 左

ため不要) 装置等の設置

同 左 同 左 同 左

同左(左 記対策が不 同 左 同 左

可能な場合は同期発

電機の採用)

同左(逆 電力継電器 高圧配電系統(逆 潮流な 同左(逆 電力継電器 高圧配電系統で逆潮流があ
を除 く)及 び転送遮 し)と 同様及び周波数上 を除 く)及 び転送遮 る場合は,連 系容量が配電

断装置の設置並びに 昇継電器の設置 断装置の設置 用変電所のバンク負荷を上

専用線連系 回らないよう制限

同左(た だ し,コ ジェネ 同 左 同 左

レー シ ョン設 置 需 要

家が自動再閉路を必

要とするときのみ)

同 左 限流 リアクトル等の設置 同 左

同 左 同 左 同 左 同期発電機の場合は力率調

整が可能

同 左 同 左 同 左

るものとする。

協調を図ること。

統の場合に準じつつ個別に検討することが必要である。

時にはどの程度に抑えるべ きかというのが電

圧変動の問題に続いてまいります。このよう

な二っの観点か ら電圧変動については検討 し

てお ります。

三番 目は保護協調の問題でございます。保

護協調 と申しますと,ど ういうことかと申し

ます と,コ ジェネレーションが系統にぶら下

が ります と,コ ジェネレーションにおけます

事故 も考えられます。それか らそれがぶら下

がっている配電線の事故 も考えられます。 さ

らにその上位系統での事故 も考えられるわけ

でございますが,そ の際にコジェネレーショ

ンが適切 な保護ができるかということが必要

でございまして,こ のような観点から調査 し

た ものでございます。

四番 目は短絡容量の問題でございます。一

般に配電線につなが ります需要設備,と くに

自家用の需要家につきましては,す べて遮断

器がついてお ります。大体6,000ボ ル トの需要

家の遮断器でございます と,150MVAの 定格
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のものがついているか と思いますが,こ の配

電線 にコジェネ レー ションを結 び付 けます

と,短 絡容量が増加す るということになりま

す。その結果,例 えば当該系統の短絡容量が

150MVAを 超 えてしまったという場合 につ

きましては,そ の 自家用の需要家で事故が起

った時に自分で遮断器 を切ろうと思ったけれ

ども,全体の短絡容量が超 えてお りますので,

切れないとい うことで,波及事故につながる。

あるいはその中の設備の事故の増加 につなが

るというようなこともございまして,こ うい

うことから短絡容量の問題を取 り上げたとい

うことでございます。

五番 目には力率の問題がございます。一般

に誘導機 をつけると力率が下がると言われて

お りますが,当 然 コジェネレごションを誘導

発電機で行 う場合には,力率が低下 していく,

こういう問題があるわけでございます。力率

の低下につ きましては,現 在85%ぐ らいの力

率以下に下げないように全体 を運用 している

ということもございまして,コ ジェネレーシ

ョンをつけましても,85%を 下回 らないよう

にとい うことが基本 となってお ります。

最後は事故時の連絡体制の問題でございま

す。 コジェネレーションといえども発電所で

ございまして,い ざ事故があった時には,と

くにそこと連系 してお ります電力会社 と適切

な連系を取 らないといけない ということがご

ざいます。 よくありますのは,火 事の時でご

ざいまして,ビ ルで火事が起 こりますと,そ

こにハ シゴ車がかかるということで,ハ シゴ

車が配電線 を切 って しまうというのが通常で

ございますが,電 力会社のほ うで配電線を切

りまして も,コ ジェネレーションのほ うで切

ってお りませんと,電 圧がかかっていて,感

電死することもございます。この ようなこと

から,連 絡体制 を密にしない といけない とい

うことで,こ の項目が上がっているわけでご

ざいます。

以上の6点 から連系の要件を考慮した とい

うものでございます。なお考慮に当た りまし

ての分類でございますけれども,こ の表に書

いてございますように,一 つは技術的対応の

ところを見ていただ きたいのでござい ます

が,6,000ボ ル トの配電線 につながる場合 と,

特別高圧につながる,つ まり,そ れ以上の電

圧 につながる場合によって分 けてお ります。

それか らもう一つの細分類でございます

が,逆 潮流なしとあ りという形で分けてお り

ます。これはどういう意味か と申します と,

逆潮流なしと言いますのは,い わゆるコジェ

ネレー ションか ら発生した電気を自分の中だ

けで使いまして,電 力会社に売電しないとい

うケースでございます。この場合電力系統か

らみますと,発電所ではございますけれども,

一面需要設備 としての性格を持つ。電力会社

に売 りませんので,電 力会社からみたら,電

気が全然こないわけですから,発 電所 とはみ

られないということで,だ いぶ電力会社に電

力を売 る場合 と対応が異なってお ります。

こうい うように,6,000ボ ル ト,そ れ以上,

それから逆潮流なし,あ りとい うような形で

今の6点 か ら検討 を加えた結果がこの表1で

ございます。

5.1コ ジ ェネ レーシ ョンの設備容 量 と連

系 す る系統の電圧

これ につ いて若干 ご説明 いた します と,ま

ず最 初の設備容 量の 問題 で ござい ます。6,000

ボ ル トにつ なげ られ る コジェネレー シ ョンの
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大 きさとい うの は どの程度 か とい うこ とで ご

ざい ますけれ ど も,現 在電力会社 にお きま し

て は,基 本 的には2,000kW未 満 の需要家 につ き

ま しては,6,000ボ ル トにつ なげ よ うとい うこ

とになってお ります。そ うい うこ とか らコジ

ェネレー ターの需要 につ きま して も,2,000kW

未 満 であれば,一 般 の配電線 につ なげてい い

ので はないか とい うのが この結論 になってお

ります。なお これ以上 の場 合 につ きまして は,

特 別高圧 につ なげていた だ くとい うこ とで ご

ざいます。

5.2電 圧 変動 に対 す るコジ ェネ レーシ ョ

ン側 の対策

次 に電圧変 動の 問題 で ご ざい ます。先 ほ ど

申 しま した よ うに,常 時電圧 につ きましては,

101±6ボ ル ト,そ れ か ら202±20ボ ル トに維

持 す る とい うのが決 まってお ります。 コジェ

ネ レー ションが一般 系統 に並列 され た場合,

そ の全体 の軽 負荷 時に コジェネ レー シ ョンが

ポ ン と入って きます と,電 圧 が上 昇 した り,

あ るいは重 負荷 時,全 体 の系統 が非常 に需要

が増 えてい る時 にコ ジェネ レー シ ョンがポ ン

と落 ちます と,電 力会 社のほ うか ら今度不 足

電力 を供給 いた しますので,全 体 の電圧 が下

が る とい うことが ご ざい ま して,こ の場合 に

も今 申 し ま した電 圧 を維持 で き るか ど うか

とい うこ とを検 討 いた しま した。 その結果,

対 策 といた しま しては,こ こに書 いてご ざい

ます よ うに,101±6ボ ル トあ るいは202±20

ボ ル トを逸 脱 す るよ うな場 合 につ きま して

は,自 動 負荷遮 断装 置 を設置 してほ しい とい

うこ とが ガイ ドライ ンと して挙 が って お りま

す。すなわ ち コジ ェネ レー シ ョン として1,000

kWの もの をつ けてお りま して,こ の コジェネ

レーションがポンと落ちます と,1,000kW電 力

か ら買 うわけであ りますけれども,この場合,

今申しました101±6ボ ル トを逸脱するとい

う可能性がございます と,1,000kWの コジェネ

レーションが落ちた時に,例 えば自分の負荷

を500kW落 とし,電 力会社からの講みを,500

kW以下に抑えますと,101±6ボ ル トに収 まる

というようなケースが考えられるわけでござ

います。 こういうようなことを必要な場合 に

ついてはや って くださいということでござい

ます。

次は瞬時電圧変動の問題であ ります。 ご存

じのように,同 期発電機につ きましては,同

期速度付近で並列 を行いませんと,非 常に大

きな突入電流が流れます。それから誘導機の

場合につきましても,最 初瞬時的に定格電流

の5～6倍 の電流が流れるということで,系

統の電圧が下がるわけでございます。一般に

瞬時電圧変動に対 して今は非常 に普及 してお

ります コンピュータ とか,OA機 器 とか,産

業用ロボッ トが どの程度耐えられるか とい う

ことでございますが,こ れにつきましては最

近のこれまでの経験則では大体10%程 度であ

ろうと言われてお ります。そ ういうことから,

ただいまの同期機器の併入の時,あ るいは誘

導機の併入の際に定格電流の10%以 上電圧が

瞬時に低下 しないように して欲 しいというの

が当方からのお願いでございます。そのため

の具体的な方策 といた しましては,こ こに書

いてございますように,同 期機器につ きまし

ては,自 動同期の検定装置 をつけて欲 しい と

い うことがガイ ドラインとして上がってお り

ます。それから誘導機 につ きましては,限 流

リアクトルを基本的につけて欲 しいというこ

とでございます。
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5.3保 護協調対策

それから保護協調でございます。保護協調

でとくに考える必要のあるケースといたしま

しては,先 ほど言いましたように,上 位系統

での事故,そ れか らそれにつながっています

配電線での事故,そ れからコジェネレーショ

ンの構内事故 という三つの事故があるわけで

ございます。当方の検討 した結果によります

と,い ずれの場合について もコジェネレー シ

ョンを速やかに系統から切 り離 して欲 しいと

い うことが基本でございます。このための対

策といたしましては,こ の表に記 してありま

すように,短 絡 ・地絡あるいは異常検出ある

いは逆電力継電器等々をつけて欲 しいという

のが一つでございます。 これが基本でござい

ますけれども,現 在,我 が国 自家用設備の年

間の波及事故件数 をみます と,約1,100件 にな

ってお りまして,必 ずしもコジェネレー ショ

ンの側で事故の時に,切 れない場合がござい

ます。これにはいろいろな理由があると思 い

ますけれども,一 般に自家用にはよく見 られ

るケースでございますので,こ うい う場合に

は どうした らいいか とい うこ とで ございま

す。そのために電力会社の配電線 を出す配電

用変電所の出口に無電圧確認装置をつけよと

い うのがこのガイ ドラインの もう一つの結論

になってお ります。 これは今申しましたよう

に需要家が事故時に発電機を系統から解列す

るわけであ りますが,本 当に彼等は系統から

切 り離 したかどうかというのを電力会社から

見られるようにしようというのがこの思想で

ございます。

5.4短 絡容量対策,力 率対策

次に短絡容量でございますが,こ れは先ほ

ど申しま した よ うに,い わゆ る一般 の配電系

統 です と,150MVAを 上 回るか,下 回 るか と

い うこ とで,対 応が異 な って くるわけで ご ざ

い まして,上 回 るよ うな場 合 につ いては限流

リア ク トル をつ けて くれ とい うのが結論 にな

ってお ります。それか ら力率 につ きま しては,

先 ほ ど申 し上 げ ま した ように,や は り85%を

基 準 といた しま して,そ れ を下 回 らな いよ う

に,例 えば力率 改善用 の コンデ ンサ をつ けて

欲 しい とい うのがガ イ ドラインの骨 子 になっ

てお ります 。 これが ガイ ドラインの基本で ご

ざい ます。

5.5そ の他の対策

今申しましたのは,大 体配電線につなげて

逆潮流なしの場合で ございますが,そ れ以外

にありの場合についてどう変るかとい うこと

でございますが,基 本的に異なりますのは,

一般用の配電線につなげるというのは現在の

技術ではなかなか難 しい ということで,む し

ろ専用線を引いて欲 しいというのが基本にな

ってお ります。この専用線を敷∠こと,そ れ

からコジェネレー ションにおけます遮断器 と

電力会社の配電用変電所の出口の遮断器,こ

れを転送遮断で きるようにして欲 しい という

ことが逆潮流なしの場合 と大 きく異なってい

る点でございます。それ以上特別高圧にな り

ます と,ほ ぼ普通の発電所 と同様の対策を取

って欲 しい とい うのが骨子になってお りま

す。以上が連系技術ガイ ドラインの概要でご

ざいます。

補足的に申し上げます と,今 申しましたよ

うに,い ろんな設備 をつけていかなければな

らないわけでございますが,こ れ等にっいて

は原因者負担 ということで,費 用については
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コジェネ レー ター の 負担 とす るとい うのが基

本 となってお ります。 これが連 系規準 でご ざ

い ます。

6.予 備電力料金

最後に業務用の予備電力の問題 について少

し言及したい と思います。先ほど申しました

ようにコジェネレー ションが壊れた際に電力

会社か ら電気を買うわけでございますが,実

はこの制度 とい うのは,大 口需要家について

は もうすでにできてお ります。これは現行の

予備電力甲とい う銘柄でもう認め られていま

すが,こ の内容は電力会社か ら電気を買わな

かった月につ きましては,基 本料金は通常の

5分 の1で よろしい,それから電力利用料金,

これは何kWア ワー使ったか,こ ういう料金で

ございますけれども,定 期検査 とか,定 期補

修 といったような電力会社か らある時期に必

ず彼等はとまるなあと思 っている時について

は普通の料金,突 発的な事故で壊れて しまっ

て,予 定 していない時に電力を売 った,こ う

いう場合については25%増 しの割増料金で予

備電力を売 ります というのが現在の予備電力

の甲の内容でございます。 こういうものを業

務用につけて くれ というのが今回の要求だっ

たわけであります。すなわちコジェネレーシ

ョンが入る需要家はどういう需要家かなとみ

ています と,一 番可能性が高いのはビルある

いは店舗 といったようないわゆる業務用電力

と言われているものでございます。これにつ

いての予備電力を作って欲 しい ということだ

ったわけでございます。

今申し上げ ましたような大口電力,こ れは

工場が主でございますが,こ れ と同じものを

使 ったらいいじゃないか という議論もあるわ

けでございますが,実 は大口の場合 と業務用

の場合で若干予備電力の使い方が異なってお

ります。す なわち業務用需要増加にコジェネ

レーションをつけた場合の予備電力の買い方

をみてみ ますと,あ る時期にどれほど予備電

力がいるのかという計算,見 込みとい うのは

非常に立ちに くうございます。それからまた

各々が非常 に小 さい需要家で もござい ます

し,電 力からすると,な かなか何時どの くら

いの予備電力が流れるのか把握で きないよう

な,こ ういう性格の ところが大口の予備電力

と異なっているところでございます。そうい

うことか ら今回業務用予備電力 を設定するに

当た りましては,大 口の場合については電気

を買わなかった月は通常の月の基本料金の5

分の1と 申し上げましたが,こ れ を若干高め

て3割 ぐらいの料 金を取 ろうか ということで

ほぼ考え方が纏 まってお ります。kWh料 金

につきましては,こ れは大口と同じでよろし

いのではないかということでございます。こ

ういう今申しましたことで大体 コジェネレー

ションの四つの問題 については,ほ ぼ方向性

が出たわけでございまして,今 後これに従っ

てコジェネ レー ションを進めていただこうと

いうことになってお ります。

7.そ の他の分散電源開発の進め方

では,こ の先の分散型電源の導入はどうす

るのかとい うことでございますが,こ れにつ

きましては,電 源の開発,先 ほど申しました

ような太陽光発電 とか燃料電池 といったもの

は現在工業技術院のほ うで一生懸命研究 して

いる最中でございます。ただし,こ うい う問
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題はコジェネレーションの時にも起 こったよ

うに,一 般系統にやは り並列する必要がござ

います。この並列の際の技術的問題 というの

を今か ら検討 しておかなければいけないとい

うことがございます。そ ういうことで現在資

源エネルギー庁では60年 度か ら分散型電源,

これは新 しい分散型電源でございまして,風

力 とか,太 陽光 とか,燃 料電池とかいったも

のでございますが,こ ういう新 しいタイプの

分散型電源 を一般系統に入れた時に電気的問

題はあるのか,な いのか といったことをやは

り調べ る必要があるということで,60年 度か

らNEDOに 補助金を出 しまして,研 究を始

めていただいてお ります。私のあとの講師か

ら具体的な話があると思います。や り方とい

たしましては,理 論的なところはNEDOか

らエネルギー総合工学研究所 に再委託 されて

お りまして,こ の中で調査委員会 を作 りまし

て,検 討をしていただいておるという状況で

ございます。委員長には茅先生になっていた

だいてお りまして,電 力,ガ スメーカー とい

った関係者が集まりまして,ど ういうことを

検討 したらいいか,ど うい うシステムを組ん

で実験すれば,今 言ったようなことが分るの

か,ど こでやるのか,ど ういうスケジュール

でやるのかといったようなことを現在検討 し

ていただいてお ります。新 しい電源につ きま

して もこういう試験結果を踏 まえまして,今

後我々としましては,そ れに素早 く対応 して

いって,分 散型電源が我が国の電源に補完的

にうまく機能 してい くように推進 していきた

い と考えてお ります。(こ もだ やすひさ)

○

○
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報 告 一2

分散型新発電技術の研究開発の

現状 と実用化への展望

その1新 発電技術の研究開発の現状

新エネルギー総合開発機構

燃料 ・貝臓 技術開発室室長代理 伊 藤 登

○

●

1.は し カN"き

本 日私 に与えられた題は,分 散型新発電技

術の現状 というテーマでございます。

実はそのねらい というのはやは り実用化へ

の展望 をどう図っていくかということにござ

いますので,そ の前座 としまして,実 際にそ

の新発電技術の開発が どの くらいまで きてい

るのか というこ とをご報告 をするとい うこと

でございます。実用化導入にかかる問題点に

ついては,次 の講演でお話いただ くことにな

ろうか と思います。

開発の現状でございますが,先 ほど上之薗

先生からいろいろ開発に対する注文がござい

ました。 したがいまして,そ の問題 も若干含

めて開発の現状 を話 していこうと考 えてお り

ます。ただ,こ こでお断わ りしておきますの

は,新 発電技術の現状 を燃料電池,太 陽電池

ならびに風力発電,こ の三つにとりあえず限

定 させ ていただ くということと,我 が国の現

状が中心であるということをお断わ りしてお

きます。諸外国の状況等 もお話すべ きか も知

れませんが,時 間の都合で我が国として どの

ように導入を図ってい くか ということが中心

ということでお断わ りしておきます。したが

いまして燃料電池並びに太陽電池,風 力発電

という順序でシーケンシャルにお話 してい く

つ もりでございます。

2.燃 料電池発電

我が国の燃料電池の開発 は,ム ーンライ ト

計画が昭和56年 発足 してから急速に発展を遂

げたと言って も言 い過 ぎではない と思い ま

す。現在 どうい う状況にあるかというのを結

論的に申し上げます と,1,000KW級 の発電プ

ラントが実際のサイ トにおかれて,調 整運転

をする段階にまで辿 りつ いたということでご

ざいます。これは技術的レベルから言います

と,ア メリカが開発 しました1,000KW一 いわ

ゆるPC-18一 のその後の4,500KWの もの

の後追いということではなくて,や は り自主

技術等の確立とい うことから,そ れぞれ性能

的にはかな り高度の ものをね らった もので

す。ただ,開 発が56年 から始まってかなり短

期間に進めたので,か な りキャッチア ップ を

中心にしてきた ということも否めない事実で

あ りますが,さ らにそれを日本的な技術 とし

一49一



r

て盛 り上げてい くとい うところにね らいがあ

ったかと思います。

先ほどの講演の中で今後は周辺技術の開発

も併せてやっていかなければいけないとい う

話があ りましたので,そ のことも最後にちょ

っとふれたいと思います。

図1は 我が国のナショナルプロジェクトと

してのムーンライト計画による研究開発スケ

ジュールを示 してお ります。

現在,導 入促進あるいは導入ビジョン とい

うことで とりあげられているものは,リ ン酸

型燃料電池 ということに当面は限 らせていた

だいてお ります。つまり我々の導入時期にお

ける目標 というものは,リ ン酸型においては

1980年 代の後半から導入が始 まり,90年 代に

おいてそれがかな り花開 くであろうとい う展

望 を描 いております。因みに溶融炭酸塩型に

つ きましては1990年 から2000年 にかけて,そ

の次の固体電解質につ きましては2000年 以降

を目途 にというような形 を取 ってお ります。

ただ,こ れは技術開発の進捗 によってかな り

変って くることになろうか と思います。これ

らの 目標に向って努力してい く積 りであ りま

すが,こ こではそのうちリン酸型 を中心に考

えてお ります。 したがいまして,現 在,昭 和

56年か ら59年の要素技術の開発,す なわち高

性能セルの開発,あ るいは燃料電池に適 した

信頼1生のあるクイックレスポンスの燃料改質

装置の開発等の研究 を経 ま して,58年 か ら

1,000KW発 電プ ラン トの設計に入 り,59,60

の2年 間で1,000KW,分 散配置用(オ ンサイ

ト型)及 び火力発電所代替用の2基 の発電プ

ラン ト開発 に着手 したわけで ございます。分

散配置用につ きましては,関 西電力堺港発電

所に,そ れか ら火力発電所代替用につ きまし

ては,中 部電力知多第二発電所にそれぞれ設

置 して,現 在鋭意調整試験中でありまして,

今年の晩秋か ら本格的な運転研究に入る予定

であります。

次に,オ ンサイ ト型発電プ ラン ト(200KW

プラント)に ついて言及 したいと思います。

このタイプは資源エネルギー庁の導入ビジ ョ

○

年度型式 56 57 5859 60 61 62 63 64 65

リン酸型燃料電池

1000KW発 電プラント

オ ン サ イ ト 型

溶融炭酸塩型燃料電池

固体電解質型燃料電池

アルカリ型燃料電池

トークル ・システム

要素技術撒 …雛
i
り000KW級

基 本設計 設計 ・製 作 ・運 転一 撒
200KW級

要素技 術

1

要素技術 設計 ・製作 ・運転一
10・W級 ⊥ 一_一饗1一 … 工…]

雫 辱 一 曹 陰一 需 一 一 璽一 一 ロ 奮 曽,一 璽 冒 一 一 一一

旧 麟 饗 酬論 ]
[＼
陵素麟 薮・W級

閉 部はNEDOが 開発を担当
ll[

[

【1
1＼
11

○

図1ム ー ン ラ イ ト計 画 に よ る研 究 開 発 ス ケ ジュ ー ル
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大阪 ガス40kWUTC

難 勲 レス・ラ・(堺)
オ ンサ イ ト200kW

M'L(NEDO)

北海道電力loekW
伊達火力発電所
三菱電機との共研

爾
九州電力苅 田発電所
三 菱重工400kW空 冷

沖縄 電力
オンサ イ ト200kW

M'L(NEDO)

研

W
所
共

欲
電
の

5
発
と

カ
カ
機

電
火
電

北
潟
士

東
新
窩

東京 ガス40kWUTC

癬1甥 勢(鶴見)

東 京電 力五 井火力発電所
4.5MWUTC(終 了)

東京電 力新東 京火力発電所
600kW空 冷
三洋電機 との共研

三菱 油化100kW

三菱電機 との共研

図2日 本の燃料電池発電実験箇所(電 力,ガ ス;予 定も含む)

ン等か ら実際に80年 代後半に導入を図れるも

のは,オ ンサイ ト,い わゆる小容量の,50あ

るいは100KW級 か ら数千KW級 までのオ ン

サイ ト型,例 えばホテルであるとか,ビ ルあ

るいは病院等の需要に対応で きるもので しょ

う。これは発電所タイプの ものとは若干要求

性能が異なるということで,導 入促進をす る

ために,オ ンサイ ト型に見合った要素開発が

必要になってきたわけです。これを早期に解

決する,つ まり62年 までに2年 間かけて実際

にそのコンパク ト化 を図るとか,あ るいは先

ほどご指摘があ りましたKW当 た り,建 設 コ

ス ト三百数十万円を,在 来の電源 と競合 しう

る程度にコス トダウンを図る,少 なくともこ
ド

の研究開発によって実用化への見通 しが立て

られる段階に到達できるよう思い切った技術

改革をやっていこうとい うことで始めたわけ

であります。

したがって,先 程,ご 指摘があ りましたマ

ッチングの取れた開発 と言いますか,周 辺技

術の開発 とい うもの も含めまして,つ まり要

素技術,例 えばターボコンプ レッサーの高効

率化を図るとか,あ るいはコンパク トリフォ

ーマーであるとか、そういうものを含めまし

て,高 効率のコンパ ク トオンサイ ト型の燃料

電池の開発 を行なっていこうとい うことで実

際 に着手 したわけです。

今述べたナショナルプロジェク ト以外 に,

60年 代に入 りまして次々 といろんなプ ロジェ

ク トが民間サイ ドでも発表され,研 究開発 あ

るいは利用されてきてお ります。

図2は 日本の燃料電池発電プラン ト実鹸個

所(計 画,建 設中を含む)を 示 してお ります。

この図で我々がナ ショナルプロジェクトとし

て研究開発 を行っているところはムー ンライ

ト計画(NEDO)と 書いてあるのがそうで

す。図の真中へんの知 多第二火力 と,そ れか

ら堺港、このメガワッ トプラン トニ ヵ所,そ
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のほか過去の経緯等すべて網羅 してあ りま

す。 日本の燃料電池発電の実験場所 というこ

とで,先 ほど申し上げましたようにアメリカ

に比べて約10年 ぐらい遅 く着手 したものの,

このように数多 くの実験をする段階にまで至

っているということを図は示 しているわけで

す。北から北海道電力を始め,東 北電力が現

在計画中でございます。このほか東京ガスな

らびに大阪ガス,両 ガスユーティリティーに

おける40KW,PC-18の 実証試験 というの

がございます し,東 京電力の4.5MW,こ れは

一応昨年暮で終了いた しましたが,そ うい う

実証研究等がございます。

そのほか,こ れは東京電力の新東京火力で

200KW空 冷式のオンサイ トタイプ といった

ほ うがよろ しいでしょうか、3基 の実証試験

を行 うとい う計画,そ れか ら三菱電機ならび

に三菱油化 と,こ れは工場用 とい うように位

置づけられるか も知れませんが,100KWの い

わゆるオフガスを利用した燃料電池の運転研

究,そ れから南端はオンサイ ト型NEDOプ

ロジェクトといたしまして,沖 縄 電力にお願

いすることになりました,200KWの 離島用プ

ロジェクトがあります。 また,関 西電力なら

びに大阪ガスに共同委託 しましたオンサイ ト

発電,こ れはホテル等で使用される業務用の

燃料電池の開発 ということであります。これ

は,実 際には昭和61～62年 要素開発,63年 に

製作設置 し,64,65年 に運転研究を行って,

その後この様な分野へ導入促進を図っていこ

うというもので,そ のレベルにきておるわけ

でございます。

図3は サイ トの例でございます。図は関西

電力の1MWの 発電プラン トの鳥轍図です。

実際のサイ トは中がごたごた込み入った配管

図31MW発 電プラン ト鳥かん図

図41MW発 電 プラント建設現場(中部電力)

等がありまして見に くいものですから,鳥 轍

図を示 しましたが,こ れが実際の1MWの プ

ラン ト構成でございます。

図4は 同じく中部電力に設置 してお ります

発電プラン トの現場でございます。図3の 鳥

畷図で四つ並んでお りました燃料電池スタッ

クは1MW用4基 で,つ ま り250KWス タック

4基 で賄かなうものですが,図5は その うち

の一つでございます。

図6は 東京電 力か ら拝借 した もので,す

でに昨年暮 に実証試験 を終了いた しました
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4.5MW発 電プ ラン トのサイ トです。これは

屋外式の構造になってお ります。わがNED

Oの プラン トは両方 とも屋内に置いてありま

す。我々 としては,実 証プラン トとい うこと

で,運 転研究 を実施するよう考えていますの

で,雨 が降っても実験 し易いように屋根があ

ったほ うが良いということで発電プラン トを

構成したのですが,将 来の実プラン トでは屋

外式に もってい く方がよいと考 えてお りま

す。

図7は,大 阪ガスか ら拝借 したもので,図

2の 真中へんに表示 しています大阪ガスの40

KWオ ンサイ トプラン トのサ イ トです。この

ようにオンサイ トプラン トを含め まして,我

が国では10個 所以上の実験プラン トが既に設

置 され,実 験中または終了,あ るいは設置さ

図6東 電4.5MW発 電プラン ト(五井)

図7大 阪 ガ ス40KWオ ンサ イ トプ ラ ン ト

れようとしてお ります。それによって多くの

実験的知見が得 られ,さ らに導入促進のため

にどういう問題 をやっていかなければならな

いか とい うことが展望 され るわけであ りま

す。

したがいまして,先 ほどの宿題 として,ま

ず一つは燃料供給 とのマッチングを考えた開

発計画になっているかとい う命題に対 しまし

ては,1990年 代初頭の導入 ということであり

まして,一 応それに合わせて以降約10年,少

な くともピー クになるまで約10年 間市場導入

への馴染みを作 り,さ らにその信頼性を十分

確かめた上で,2000年 以降の電源 としての大

きな役割を担って貰 うべ く,つ まり天然ガス

の供給の ピークをさらにあとあとまで伸ばす

とい うことを考えてお ります。併せて2000年
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以降になります と,石 炭ガス化技術がかなり

信頼性高 く実用化され得 るであろう。 したが

いまして,そ れ とドッキングさせ まして,溶

融炭酸塩型燃料電池 を実用化に向けていく。

あるいは固体電解質型燃料電池を手がけて実

用化に向けていく,そ ういう戦略 を考えて,

先ほどお見せ しました開発計画に則ってや っ

ていこう,こ のように考えているわけです。

したがいまして,当 面は溶融炭酸塩型燃料電

池を62年 から強力に立ち上げてい くことが必

要ではなかろうかとい うことで,関 係者間で

官民揃ってこの開発に向かっていこうという

ように現在考えておる次第であ ります。

それ と,も う一つは,燃 料電池の大 きな特

徴の一つにご承知のように熱併給 ということ

表1太 陽光発電システムの開発状況

がございます。 そのために実際にどうい う開

発があるのだと言いますと,直 接的には燃料

電池 に附随 した ものは現在 まだあ りませ ん

が,NEDOで はムーンライ ト計画の下で,

スーパー ヒー トポンプエネルギー集積 システ

ムとい うプ ロジェク トを行 っておりまして,

そのプロジェクトでア ドバンス ドタイプヒー

トポンプの開発を実施 してお ります。そこで,

高効率熱交換器の開発 を進めてお ります。そ

こでの成果 を活用 して,熱 併給における熱供

給の高効率化 というものを図っていけば,シ

ステム としてより高効率の熱電併給がで きあ

がってい くのではなかろうか と考えてお りま

す。

研 究 施 設 場 所
主

規 模(kW) 蓄 電 池

(1)個 人 住 宅 用 神奈川県横須賀市 3kW 14kWh

(2)集 合 住 宅 用 奈良県天理市 20kW 114kWh

(3)学 校 用 茨城県(筑 波大学) 200kW 576kWh

(4>工 場 用 静岡県湖西市 100kW 500kWh

㈲

独

立

分

散

型

等

① 山間僻地用 富山県立山山麓(大 山町) 5kW 125kWh

② 離島用電力供給 沖縄県座間味村(座 間味島) 50kW 305kWh

③ 離島用海水淡水化

長崎県福江市(黄 島) 25kW 115kWh

④ 洋 上 用 大分県佐伯湾(海 洋牧場) 10kW 153kWh

⑤ メ タ ンガ スハ イ ブ リッ ド 鹿児島県隼人町 30kW 240kWh

⑥ 木材発電ハイブリッド 静岡県水窪町 5kW 173kWh

(6)分 散 配 置 型 千葉県市原市 200kW

(25kW×450kW×2)

400kWh

(7)集 中 配 置 用 愛媛県西条市 1,000kW 1,800kWh

(8)光 熱 ハ イブ リッ ド

(集 光 型) 広島県坂町

(中国電力資材センター)

電気5kW

熱25kW

37kWh

一54一

●

○



○

3.太 陽 光発電

次に,太 陽電池について触れたいと思いま

す。

表1は,現 在行 っている太陽光発電 システ

ムの開発状況 を示 したものであり,表2は 我

が国の太陽光発電システムの設置状況 を示 し

たものです。

先ほど上之薗さんのお話の中で,い ろいろ

問題点が指摘 されました。それに対応して太

陽光発電では一体 なにが問題 なのかと言いま

す と,や は り結論的には二つの要因つまり低

コス ト,高 効率の太陽電池製造技術の開発 と

い うことと,太 陽光発電のシステム化技術開

発 を各種行ってい く必要があろうとい うこと

で,そ れに基づいた開発計画が進め られてお

ります。前者について言えば,実 際には単結

晶シリコンあるいはアモルファスシリコンの

開発 をしているとい うことと,同 時にその利

用 システム としまして,表1,2に 示すよう

な住宅用あるいは学校用,工 場用 とい うよう

な開発がいろいろ行われてお ります。すなわ

ち利用システムに基づいて,そ れぞれ最適な

システム,設 置場所 とかあるいはシステム と

いうものが最適化されているのかどうか とい

うような命題に対 しまして,一 応各設置場所

に適 した開発 とい うもの を行 うこととしてい

ます。 これが現状の開発時点において最適か

どうか と言われます と,ま だ答が完全 に出て

いるわけではございませんので,常 に最適な

○

要 仕 様 開 発 ス ケ ジ ュ ー ル

電力系統 との関係 そ の 他 55 56 57 58 59 60 61

常 時 連 系 逆潮流防止 … 乃クzη
1F 瞬間切換 撒 Z/ノンZ・

〃 逆潮流防止'幽Z∠ 玄Z∠雌 雌 一 噌 一

≡ ≡≡
〃 直流側で連系 1ゲンz〈/乃ク7Zイ燗 一`一 一

非 連 系 バックアップ用電源

(小型燃料電池4kW)

一 一 一

一 一 一

〃 』 一一

zヨ_」____

〃

一}一

一 一 一捌

〃

一㎜ 「一

〃 メタン発電20kW ⊥ __三

μ 木材発電1.4kW -
≡ ≡ ……≡

一 一 一

常 時 連 系 模擬配電線連系
一 一 一

一 一 一//z∠

〃 変電所母線へ /π π π 研 一一一一一 一 一

〃 無瞬断切替
棚

設計 建設 運転研究

欄
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表2 国内における太陽光発電システム設置状況の概略

シ ス テ ム 名 規 模 実施主体(委 託先など) 設 置場 所

1.系 統連系(逆 潮流有 り)

(1)東 北電力研究用システム

(2)中部電力研究用システム

(3)関西電力集光型1

(4)関西電力集光型II

(5)分散配置型システム

(6)集 中配置型システム

(7)水上立地研究システム

(8)電 中研 ・狛江

(9)電 中研 ・赤城

1.2kW

500W×2

50kW

10kW

200kW

1,000kW

lkW

3kW×2

21kW

東北電力

中部電力

関西電力

関西電力

NEDO(東 電,電 中研)

NEDO(四 国電力)

NEDO(電 源開発)

工技院,NEDO(電 中研)

NEDO(電 中研)

宮城県仙台市

名古屋市
兵庫県山崎町

兵庫県尼崎市

千葉県市原市
愛媛県西条市

大阪市住之江区

東京都狛江市

群馬県宮城村

2.系 統 連 系(逆 潮 流 無 し)

(10)東京 電 力 研 究 用 シ ステ ム

(11)中 国電 力 シス テ ム

(吻 九州 電 力 ク リー ンハ ウス

(13)九州 電 力 離 島 用 シス テ ム

(14)個 人住 宅 用 シス テム

(15)学校 用 シス テ ム

㈲ 集合 住 宅 用 シ ス テム

(17)光 ・熱 ハ イ ブ リッ ド

lkW×2

1kW

3kW

100kW

3kW

200kW

20kW

5kW

東京電力

中国電力

九州電力

九州電力

NEDO

NEDO

NEDO

NEDO

東京都調布市
広島市

福岡市

福岡県京都郡

神奈川県横須賀市
茨城県筑波大学

奈良県天理市

広島県坂町

3.切 替 型 シス テ ム

⑯ 東北 電 力 中 断 所 シ ステ ム

(勘 ソー ラー ハ ウ ス1

⑳ ソー ラーハ ウ スII

⑳ 第一 家 電 シス テ ム

㈱ ソー ラー セ ン ター

0.2kW

1.15kW

2kW

3.5kW

4.3kW

東北電力

第一家電

新潟県佐渡ケ島
奈良県天理市

大阪府守口市

東京都秋葉原

千葉県佐倉市

4。 独立型システム

㈱ 九州電力(風 力補完)

⑳ 工場用システム

㈱ メタンガスハイブ リッド

㈱ 独立分散(山 間僻地用)

㈱ 独立分散型(離 島用)

2kW

100kW

30kW

5kW

45kW

九州電力

NEDO

NEDO(北 陸電力)

NEDO

福岡市

静岡県湖西市
鹿児島県隼人町

富山県上新川郡

沖縄県座間味村

もの をね ら うとい う心構 えで,や ってい くと

い うス タンスであ ります。勿 論 それが最終

的 な ソ リュー シ ョン として最 適で あった とい

うように もってい くため に,そ の 開発 の過程

において いろい ろ実証的検討 も含 めて考 えて

いる とい うこ とであ ります。 ナ シ ョナルプ ロ

ジェ ク トの ほかに民間 におけ る初期導 入 とい

うこ とに関 して言えば,太 陽光 発電 について

は,若 干燃料電 池技 術 と異 な るところがあ ろ

うか と思 います。 つ ま り,ソ ー ラー電 卓で あ

る とか,あ るいは ソー ラー ゴル フカー トで あ

るとか,あ るいはソーラーボー トというよう

に発電 ということ以外に若干の付加価値のあ

るものがあるため,か なりコス トが高い時点

で も市場に入り得るという背景があると思い

ます。 したがって,そ ういう製品か らどんど

ん需要開拓をしていって,さ らに最終的には

電力用という方向へ拡大 してい くという必要

があろうか と思います。ただ,そ のためには

やはり低 コス ト,高 効率の太陽電池の製造技

術 を開発 しなければいけないし,そ のために

ソー ラーグレー ド,つ まりセブンナインクラ
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完成(予定)年 月 備 考

60.完 成 個人住宅向け,直 交磁心型およびSITイ ンバータ試験

57.3完 成 系統連系技術研究用,固 定式と集光追尾式の比較検討

59.8完 成 集光型 ぐシリコン)

60.1完 成 集光型(ガ リウムーひ素)

60.3完 成 発 電 所 タ イプ,25～50kW,6シ ス テム

61.3予 定 発電所タイプ

60.完 成 遊休湖面を利用した集中型光発電システムの適用研究

55.3完 成 系統連系技術研究用
60.3完 成 系 統 連系 技 術 研 究 用,2～5kW,7シ ス テ ム

54.9完 成 系統連系技術研究用
56.9完 成 系統連系技術研究用

60.予 定 個人住宅向け,逆 潮流防止系統連系

61.予 定 離島電力事業研究用,デ ィーゼルとのハイブ リッド

57.9完 成 屋 根 一体 形 ア レイ,常 時 並 列,Trイ ンバ ー タ

60.3完 成 常 時 並列,GTOイ ンバ ー タ

58.3完 成 逆流防止系統連系,バ ッテリー付

58.3完 成 熱 出 力25kWと の ハ イ ブ リッ ド,給 湯,冷 暖房 ・照 明

56.完 成 1kWサ ボニウス型風車とのハイブリッド,中 継所電源

55.3完 成 切 替 型,ソ ー ラーハ ウ ス組 込 デ モ用

56.5完 成 アモルファス太陽電池デモ用

59.3完 成 風 力(5kW)と のハ イ ブ リッ ド,照 明

59.10完 成 ビル照明

57.9完 成

膨

風 力(1kW)と のハ イ ブ リッ ド,山 頂 無 線 局用

60.3完 成 直流負荷(自 動車用バッテリー初期充電)

61.3予 定 メ タ ンガ ス発 電 装 置 との ハ イ ブ リッ ド,バ ッテ リー付

59.完 成 山間地適用研究,バ ッテリー,補 助用燃料電池付

60.完 成 デ ィーゼ ル発 電 機 とのハ イブ リ ッ ド,バ ッテ リー 付

スの電 池の開発 とい うのが必要 に なってこ よ

うか と思 われ るわけであ ります 。

先ほ ど開発 の コス ト目標の話 があ りま した

ので,若 干 ふれてみ ます。サ ン シャイン計 画

推 進本部 で まとめ ま した新エ ネル ギー技術 開

発 ビジ ョンに よ ります と,サ ン シャイン計 画

が始 ま る当時 は確 か にKWH当 り2,000円 と

か,そ れ以 上の2,000な い し4,000円 とい うよ

うなオー ダーで あったか に聞 いてお ります 。

しか しNEDOが55年 か ら手 がけて,現 在 よ

うや く1桁 下 が った200か ら250円/KWHの

レベルにまで達 してきた ということで,今 後

これがさらに1桁 下のレベルに本当に下が り

得 るのかどうか という厳 しい局面に立ち向か

って開発 を推進 していかなければならない と

考 えるわけであります。 したがって至近のタ

ーゲ ッ トとしては,昭 和65年 頃に結 晶形で

KWH当 り100円 ないし150円 ぐらいをね らっ

ていく。それか ら70年代には,中 規模の電源

容量のものに対 しては20～30円/KWHを ね

らう。これは薄膜結晶あるいはアモルファス

電池で達成する展望があります。
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それでは実際色々書いてある中で,ど んな

ことをやっているか と申します と,ま ず,製

造技術の開発として,セ ブンナインの太陽電

池グレー ドのシリコン製造技術 として皆さん

よくご存 じだと思いますが,金 属 シリコンを

原料 とした トリクロロシランを製造 して,流

動床で水素還元をする,こ ういうや り方を現

在行ってお ります。これ と併用 しまして,さ

らに,我 が国に豊富にあ ります硅石 を原料 と

する急冷法によるクロロシランの製造技術の

開発を行ってお りますし,そ のほか高純度 シ

リカを製造して得 られたシリカを高純度に還

元 して,シ リコンを製造する技術の開発 を平

行 して行 ってお ります。最終的にどういうも

のがいいかということはこれ らの表では出て

お りませんが,実 際には昭和63年 頃行 う中間

評価 を目途に鋭意開発を進めているというの

が実情でございます。そのほか基盤を製造す

る技術開発であるとか,あ るいはPN接 合の

技術開発,・パネル組立の技術開発 を平行 して

進めてお ります。

先ほどアモルファスに向いていかなければ

いけないというご指摘 もございましたが,必

ず しも全部アモルファスに向かなければコス

トダウンが図れない ということではない と思

います。やはりフレキシビリティをもたせた

開発研究をやって,そ の中でやは り一番いい,

あるいは電力用に適 した製造法 というものを

指向してい くのがよろしいと思っておるわけ

であ ります。

そのための課題 として,今 までにいろんな

システムで,例 えば個人用住宅であるとか,

学校用 とか,そ ういうことで,シ ステム化に

よって太陽電池グレー ドのシリコンが適用可

能であるということもほぼ実際に示 したわけ

でございます。 しか し,今 後 コス トダウンを

進めるために,一 体 どういうことをしなけれ

ばならないかを先ほど一例で示 しましたが,

そうい う方法で低 コス トシリコンの製造技術

開発 を進めると同時に,併 せて基盤製造技術

の開発 も行 うとい うようにしております。

それか ら,太 陽電池の周辺技術の開発 も進

めてい く必要があります。周辺技術の開発 と

してインバー ターあるいはバ ッテ リー ・シス

テムの開発が進められています。少なくとも,

燃料電池あるいは太陽電池 という新発電技術

については大体 は直流出力が出て くる。 した

がって,交 流系統に連系する場合 には,イ ン

バーターによって直流,交 流に変換しなけれ

ばならないわけであ ります。インバーター技

術につ きましては,我 が国はかな り昔から直

流送電等,あ るいはCVCF等 でかなり実用

になっておるわけですが,や は り太陽電池に

あるいは燃料電池に適 した小容量で高効率の

もので且つ安価なとい う欲張 った要求にマッ

チ したものを提供 しなければならないわけで

す。そのためには信頼性 を落すことな く,ア

クセサ リーをどんどん省いてコス トダウンを

図る。それか ら標準化を図っていくというこ

とが必要になって くるのではないかと思って

お ります。

当然燃料電池では不要 と思われますが,太

陽電池あるいは風力発電につきまして,間 欠

的なソー スであることから,電 力貯蔵 システ

ム(バ ッテリー ・システム)が 必要になりま

す。現在,バ ッテ リー ・システムその もの を

見ても太陽電池に負けず劣 らず高いという好

ましからざる現実があるわけです。 したがい

まして,こ れもやはりコス トダウンをしなけ

ればならないわけですが,バ ッテ リーの歴史
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というのは,例 えば,鉛 蓄電池につきます と,

既に100年 の歴史があるわけで,ほ ぼ成熟した

技術です。 これをさらにコス トダウンを図る

と言 うと,も うやることがないのではないか

と思われ るぐらい鉛蓄電池にはその希望が湧

いてこないわけです。したがいまして,新 型

電池の開発 ということにならざるを得ないと

思われ ます。新型電池による電力貯蔵システ

ム ということで新型電池を開発 してお ります

ので,将 来その技術 をべ一スに太陽電池,風

力発電等の間欠型電源に対 して,マ ッチング

が とれた低 コス トで提供で きるような電池シ

ステムの開発が必要になって くるのではなか

ろうか と思われます。このように トータルシ

ステム として,コ ス トダウンを図ってい くと

い う開発がやは り必要ではなかろうか と思わ

れます。

図8は 国内における太陽電池 システムの設

置状況の一例で,集 合用住宅に設置した太陽

電池のア レイの取付 け状況 を示 した もので

す。また,図9は 山小屋の屋上に設置 した太

陽電池のアレイを示 した ものです。付加価値

がある一つの利用法あるいはKWH単 価がか

な り高 くても独立 として需要があるというよ

うな状況下における初期導入形態の一つであ

磁

灘 三 一典

ど 、,澱

曳三晃鞠 ・

撰

図8集 合住宅屋上に設置した太陽電池アレイ

(22.2kWp)

図9山 小屋屋上に設置した太陽電池アレイ

ろ うか と思 われ ます 。

4.風 力 発 電

最後に風力発電の話 を若干 してお く必要が

あろうか と思います。

風力発電につ きましては,サ ンシャイン計

画で昭和52年 からスター トいたしましたが,

NEDOが 設立された翌年の56年 から風力発

電の100KW級 の実証試験 を行 っている とい

うことで,図10が スケジュールでございます。

60年 で一応研究が終わったわけです。この実

証試験は東京電力に委託 しまして,三 宅島に

おいて100KWの 発電実験を行いました。風車

はブレー ドが2枚 あるものでございます。風

力発電は,新 発電 と言いましても,か なり小

規模では古 くか ら行われてお りました。これ

を既存のジーゼル発電 とか,あ るいは比較的

孤立 したような地域に置いた時にそれが実用

性 をかち得 るものか とい うことを実証するの

が目的であ りました。この研究によりまして,

本格的な運転 を60年4月 から61年3月 まで1

年間行いました。その結果,最 大月間稼働率

は当初予測 していた49%よ りは若干低 いデー
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年 度

項 目
52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62

1,フ ィージビリティ ・スタディ

2,風 洞実験 ・システム設計

3,プ ラン ト趣設

4.実 証運転

5.解 体研究 ・撤去

r二::rご:二=i

仁
r.一 ・,.・.,一 噛曜噛 o.,.oρ ■■.畠曹 ・・.層・.● ■■,r,

　
匿一

一1
一一 一一 ・一一 弓

灘}}1は 、工轍 ㈱ ・実施 匡≡ ヨは、NEDOが 実施

図10研 究 開発 スケ ジ ュー ル(100kW実 験 機)

タで したが44%,そ れから最大月間利用率33

%を 予測 してお りましたが,実 績は26%強 の

結果を得て,一 応100KW級 の ような長尺ブレ

ー ドによって もこういう技術が確立で きるこ

とが分か りました。 また,風 車の機械的特性

を十分把握することがで きたこと,電 力系統

及びその周辺における影響,音 とか,風 況 も

含めてでございますが,そ れらのことを明ら

かにしたわけです。 この実験においては,実

験機 とい う特殊な理由があ りますが,発 電コ

ス トは200円/KWHと 割高になってお りま

すけれども,こ れらの研究成果を踏 まえて,

あるいは将来 さらにブレー ド等の量産化であ

るとか,あ るいはシステムの簡素化等 を図る

こ とに よって,ほ ぼ5分 の1程 度,40円/

KWH程 度にまで低減 し得るという見通 しが

得 られました。 さらに大型化によって実際離

島あるいは系統連系等の電力へなん らかの役

に立ちたい,そ うい うような開発計画 を持 っ

てお ります。

表3は 我が国の風力発電の現状 ということ

で,7つ ばか り示してお ります。ここにはナ

ショナルプロジェク トについてはすでに終わ

ったということもありまして,省 いてありま

すが,こ の ように民間,と くに電力会社での

離i島用電源が多いわけです。つ まり,現 状で

●

表3わ が国の風力発電の現状

施 工 主 目 的 設置場所 設置台数 出力(kW) コ ン サ ル
1

メ ー カ 実施時期

1 九 州 電 力 離島用 電源 沖永良部島 1 300 三 菱 重 工 三 菱 重 工 58.2.1

2 九州 電 力 離島 ・系統 用 九州 各 島 3 100 未 定 未 定 計画中

3 三 菱重 工
実 験 用
(発 電)

長崎造船所 1 250 三 菱 重 工 三 菱 重 工 60.秋

4 機 振 協 揚 水 用
岩 手 県
(衣 川村)

1
相 当

50
(財)施 設農業
ヤ マ ハ

ヤ マ ハ 61.春

5 三 井 造船 揚 水 用 ビ ル マ 2 5 日 の 丸 プ ロ 三 井 造 船 59.10

6 東 京 電 力 離 島 ・系統用 三 宅 島 1
80

(150)
東 電 設 計

HMZ

(ベ ルギ ー)
6α 秋

7 科学技術庁 実証 プラン ト
秋 田 県
(大 潟村)

1 20 川 崎 重 工
川 崎 重 工
住 友 精 密

60.11

●
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はジーゼル発電の需要分野に風力発電がそれ

にいかに代替 して進出 してい くか という形で

初期導入が行われているというのが主流かと

思います。この ようにかなり我が国で も実証

的な研究が行 われてお る実情 にございまし

て,今 後風況調査等の結果を踏まえて,さ ら

に大 きなシステムへ と発展 してい くのではな

かろうかと思ってお ります。

大体時間になりましたので,新 発電方式三

種類につ きまして,そ の現状の報告を終了致

します。 どうもご静聴 ありがとうございまし

た。(い とう のぼる)
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報 告一2

分散型新発電技術の研究開発の現状と実用化への展望

その2系 統連系に関する諸問題 と解決への見通 し

主任研究貝 茂 田 省 吾
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は じ め に

本 日のシンポジウムも私の発表で最後 とな

りましたが,分 散型電源の普及促進のために

は避けては通れない,系 統連系問題につ きま

して,私 どもがNEDOか らの委託 を受けて

調査しましたものの,現 在までの検討状況に

ついてお話 し申し上げます。

系統連系問題に対す る見方 というのは,連

系する方 と,さ れる方 とでは,随 分認識に差

がございまして,連 系 される電力会社にとっ

てみれば,苦 労 して築 き上げてきた電力系統

運用の信頼性 と安全性に悪影響があるようで

は,お 客様に申し訳ないという気持 ちがある

でしょうし,逆 に連系 しようとす る側にすれ

ば,米 国ではあんなに実績がああるのに,日

本ではどうしてだめなのか,と い う疑問 もあ

るに違いない と思います。

実は,こ れは両方 とも正論であ りまして,

間に立つ人間に とりましては辛いところでご

ざいます。

私自身,米 国の電力会社 は,分 散型電源の

系統連系に不安はなかったのだろ うか という

疑問 もあったわけでございますが,こ の春米

t≠F-t9 望茜 ≠

国に調査にまい りまして,い ろいろ話 を聞い

ているうちに,日 本 と米国とでは状況が違 う

そと思 うようになったわけでございます。

彼等は,「我々は系統連系問題についてPU

RPAが 成立する前後に随分検討 を行 ったけ

れども,現 在では もう解決済みだと考えてい

る。」と言ってお りました。まあ 『実際に連系

されているわけですか ら,そ れが当然か もし

れませ んが,私 が状況が違 うと申しましたの

は,連 系の形態でございます。 日本では分散

型電源 とい う捉え方 をしてお りますのに対

し,米 国ではそのような見方 というのは余 り

一般的ではございません。

確かに,米 国では風力発電などかな り普及

してお りますが,こ まかに分散 して連系され

ているか というとそうではなくて,複 数のデ

ィベ ロッパが共同出資して変圧器や連系装置

を設置 し,数 万kW単 位で送電線に連系 して

いるというようなものも多くございます。全

体の容量 としては大 きくても,連 系箇所数は

むやみやたらと多いのではないし,連 系装置

にして も電力会社 と同レベルのものが設置さ

れていて,電 力会社が立ち入 り検査 を行える

ようにもなってお ります。

○
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要するに,そ のような形態 というのは,我

が国における公営の小水力発電や ゴミ発電の

形態に似ておりまして,そ ういうものに限れ

ば,我 が国において も解決済み と言えないこ

ともないわけでございます。

我々が今考 えてお りますのは,米 国のよう

に投資家が売電 を目的 として電源 を設置する

ような形態ではなく,エ ネルギー有効利用の

ために,広 く一般の方々が,自 家消費するこ

とを主目的 として設置す る形態を考えている

わけでございます。極端に言えば,10軒 に1

軒程度は太陽電池瓦を屋根に並べて発電をし

ているというような形態でございます。この

ような形態でも電力品質や保護保安上問題が

ないか といいますと,米 国が持ってお ります

技術 をもってしても解決することは不可能で

あ りまして,案 外 日本の方が検討は進んでい

るのか もしれません。

大変前置 きが長 くなってしまいましたが,

現在検討されてお ります分散型電源の系統連

系問題 というのが,そ う簡単 な問題ではない

ということ,ま た一方では,だ か らといって

新発電技術 というのは,そ う扱いに くいもの

ではな く,技 術的にはかな り進んできている

ということをご認識いただいた上で,話 を進

めてまい りたいと思います。

1.分 散型電源の技術的特徴

まず,分 散型電源の技術的特徴につ きまし

て整理 してみたいと思います。表1に 分散型

電源の技術的特徴につ きまして,簡 単にまと

めてございます。=全般的な話につ きましては

NEDOの 伊藤さんにお話いただ きましたの

で,こ こでは運転性能 につ きまして,若 干ご

説明したいと思 います。

表1に 運転性能 として六つの項 目を上げて

お りますが,従 来と大 きく異なる点が二つご

ざいます。

ひとつは,太陽光発電及び風力発電の場合,

出力が天候任せで任意に調整することがで き

ない上 に出力変動が大 きいということです。

これは電力系統全体か ら見れば周波数調整や

需要調整に影響 します し,ロ ーカル的に見れ

ば電圧調整に影響 します。 もうひとつは,

燃料電池及び太陽光発電の場合 インバータを

使用するわけで,こ れに伴って従来 とは違 う

特徴が出てまい ります。 これには,無 効電力

の調整が任意にできること,並 列時の突入電

流をな くせること,高 調波対策が必要である

ことなどがございます。

このほかに電源 その ものの特性 として,燃

料電池は起動に時間を要することとか,太 陽

光発電の場合,短 絡電流が流れない,正確 に言

えば,流 れた としても高々常時電流の1.5倍 程

度であることなどが特徴 として挙げられます。

2.系 統連系に関する研究開発の現状

次に系統連系に関する研究開発の現状 につ

いてお話 ししたいと思います。新発電技術の

全般的な研究開発状況につきましては,NE

DOの 伊藤さんにご紹介いただいたわけです

が,こ こではその中で系統連系にかかわるも

のについてご紹介 したいと思います。

2.1高 圧 連 系

まずは高圧連系のケースですが,こ こでは,

太陽光発電及び風力発電について2例 ずつご

紹介いたします。
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第1分 散型電源の技術的特徴

分散型電源

項 目
燃 料 電 池 太 陽 光 発 電 風 力 発 電

エ ネ ル ギ ー 源

(燃 料)

LNG,LPG

メ タ ノ ー ル 等
太 陽エネルギー 風力エネルギー

主 要 構 成 機 器
燃料電池スタック

改 質 装 置

1インバ ー列

太 陽 電 池

1イ ン バ ー 到

(蓄 電池)

風 車

発 電 機

シ ス テ ム 構 成 複 雑 簡 単 比較的簡単

所 要 面 積 小 大 中

運

転

性

能

咄 力 調 整 任 意 可
・任意不可

・出力変動大 同 左

無効電力調整
任 意 可

(自励式 インバータの場合)
同 左 任 意 不 可

(誘 導発電機の場合)

起 動 時 間 2～5時 間程度 瞬 時 1～3分 程度

並列時突入電流 な し な し 5～10倍 程 度

短 絡 電 流
2～5倍

(対 策可)
定格電流程度以下

5～10倍

(対 策可)

高 調 波 対 策 対 策 必 要 対 策 必要 対 策不 要

a.太 陽光発電

まず,太 陽光発電プラン トの例ですが,高

圧連系 を行 ってい る代表的なプ ラン トとし

て西条 と市原のプラン トについてご紹介 しま

す。

(1)NEDO1.,OOOkWp(西 条市)

西条のプラン トは6キ ロボル トの高圧配

電線に連系されてお りまして,連 系に関す

る研究 としましては,電 圧変動や高調波へ

の影響についても検討されてお ります。
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電圧変動の抑制対策 としましては,蓄 電

池を利用して発電所の出力自体 を安定にす

ることと,イ ンバータの電圧調整能力 をい

か してインバー タに積極的に電圧調整 をさ

せることが試み られてお ります。

発電所の出力制御の基本的な考え方は,

その日の天候によって決まる一 日の発生電

力量を一 日の運転時間で割った平均電力で

フラット運転をするということでございま

して,天 候 に合わせて自動的に運転パ ター

●
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・…kVA≒:ニ モ1号
　⑥ 一Fモ ー一　3号

200kVA

400V

3φ

5kW自 励f3kW他 励式

インバータ インバータ

　

4号66kVフ ィー ダ(158km)

T1・ ・V/…V

単結 晶
&陽 電池

十4

2kW自 励3kW自

インパー タ ィンパータ

寺7

ランスレス

3kW自 励式
インバータ

アモルファス ァモルファ 単結晶

モルファス 単結晶 太陽電池 太陽電池 太陽電池

太陽電池 太陽電池

十3 →卜6 非5 非1 寺2

註)L:内 部 負荷,B:バ ッテ リー

図1電 中研赤城試験センターの実験システム系統図

ンを変更す るシステムが開発されてお りま

す。

インバー タによる電圧調整 というのは,

従来型発電所のAVRと 全 く同じでありま

して,発 電所内の母線電圧を一定にするよ

うにインバータが発生する無効電力を調整

する方法でございます。

一方,イ ンバー タから発生す る高調波の

抑制対策につきましては,多 重変圧器 とフ

ィルターの使用により,総 合電圧歪率が

1%以 下という好結果が得られてお ります。

(2)NEDO・200kWp(市 原市)

市原のプラン トは富士電機の千葉工場内

にありますが,工 場内の3箇 所の空 き地に

50キ ロワット及び25キ ロワットのシステム

が6つ 配置されてお ります。各々システム

に模擬負荷が接続 されておりまして,シ ス

テム相互間は1km相 当の高圧配電線 を模

擬 した抵抗 とリアクタンスでつながれてお

ります。つまり,こ のプラン トは高圧配電

線に1km間 隔で太陽光発電 システムが連

系されている状態を想定 しているわけであ

りまして,負 荷の変化,太 陽電池の出力の

変化で配電系統の電圧がどの ように変化す

るか,ま た,高 調波の分布はどのように変

わるか というようなことが研究されてお り

ます。

ここで得られてお ります研究の結果で最

も注目すべ きことは,配 電線路の電圧変動

でありまして,日 射量の変化に伴 う太陽光

発電システムの出力変化によって配電線の

電圧傾斜が大 きく左右されるということで

ございます。

b.風 力 発 電

次に風力発電に関する研究開発ですが,百

キロワッ ト級の代表 的なプラン トとしまし

て,NEDOが 三宅島に設置 してお ります100

キロワットのプラン トと九州電力が沖永良部

島に設置 してお ります300キ ロワッ トのプ ラ

ン トについてご紹介いたします。

(1)NEDO100kW(三 宅島)

NEDOの 三宅島のプラン トは,系 統連

系方式 としてDCリ ンクという凝 った方式

が採 られてお りまして,こ れがひ とつの特

徴になろうかと思いますが,こ れは同期発

電機で発電 した交流の電気を一旦直流に変
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「
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換 しまして,こ れをインバータで再度交流

に変換 して系統に連系するというものでご

ざいます。これは,発 電機の方で何か支障

があったとしても系統に極力影響を与えな

いようにという配慮から採用 されたもので

ございます。 しかし,今 まで運転されてき

た実績からします と、今後は誘導発電機 を

系統に直結する方式が主流になっていくも

の と思われます。

(2)九 州電力300kW(沖 永良部島)

九州電 力の沖永良部 島のプラン トの方

は,誘 導発電機を系統に直結するという方

式が採用 されております。

離島で最 も問題になるのは周波数変動で

ございます。同島の場合,深 夜最小負荷が

1,600キ ロワッ ト程度であ りまして,こ う

い う状態 で も周波数変動 を±0.3Hz以 下

にしようとい うことで,許 容出力変動幅か

ら逆 にプラントの容量が決め られてお りま

す。

一方,配電線の電圧運用につきましては,

風力発電プ ラン トの導入によって電圧変動

が大きくなった ということはないようでご

ざいます。

このように,離 島における風力発電の場

合,周 波数変動面から制約される容量限度

内であれば,電 圧変動面は余 り問題はない

ということができそうでございます。

2.2低 圧 連 系

次に低圧連系について2例 ご紹介 したいと

思います。

a.太 陽光発電

低圧連系に関する研究というのは主に太陽

光発電に関するものであ りまして,燃 料電池

や風力発電で低圧連系 されるものはあまりな

いだろうというのが,大 方の見方でございま

す。

太陽光発電の低 圧連系問題 につ きまして

は,逆 潮流あ りの場合 となしの場合の二つに

分 けられますが,こ こでは,逆 潮流あ りの場

合の例 として電中研赤城試験センターにおけ

る研究,逆 潮流なしの場合の例 として三洋電

機 中央研究所における研究について概要をご

紹介 します。

(1)NEDO21kWp(電 力中央研究所

赤城試験センター)(図1)

では,電 中研赤城の例か らご紹介いたし

ます。図1は,赤 城の実験システムの概略

図でございます。電中研の赤城試験センタ

ー構内には,実 際の配電設備 と全 く同じ作

りの高圧線路が設置 されてお ります。図に

ありますように,約1.6kmの 線路に7つ の

太陽光発電システムが連系されてお ります

が,そ の内4つ のシステムにはクーラー,

冷蔵庫,洗 濯機などの家電負荷が付属 して

お りま してプ ログラム運転 されてお りま

す。

現在 までに数々の成果が得 られてお りま

すが,高 調波に関 しましては,自 励式パル

ス幅変調方式のインバータで変調周波数を

数kHz以 上 とすることにより,高調波の影

響をほとんど無視できる程に低減で きるこ

とが分かってお ります。

また,電 圧変動に関しましては,配 電線

の負荷が軽 く太陽光発電システムの出力が

大きい場合には,連 系点の電圧が電圧管理

値の上限を越える可能性があるとい うこと

が分かってお ります。

電力の品質同様重要 なのが保護保安です
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が,赤 城のシステムでは,イ ンバータのソ

フ トウェアによって保護保安を行 うことが

試みられてお りまして,配 電線事故時の保

護 につ きましては,ほ とんどの場合系統過

電圧 と不足電圧検出機能の組合わせ により

事故を検出できることが,実 験により確認

されております。

問題は,停 電作業時等事故以外で系統電

源がなくなった場合の太陽光発電 システム

の応動でありまして,た またま太陽光発電

シヌ、テムの出力 と系統負荷 とがバ ランスし

た場合には,太 陽光発電 システムが系統の

負荷を背負って単独運転 を行 う恐れがあり

ます。これをいかに排除するか というのが

重要 なテーマでありますが,赤 城では,他

制式インバータを用いてこれを解決するこ

とが試み られてお ります。

一般にCVCFな どにおきましては、系

統に連系 している場合は系統の周波数 に同

期 させ、系統から独立 して運転す る場合は

自分 自身で持っている標準時計をよりどこ

ろとして運転 してお ります。他制式という

のは,こ のような標準時計を持たない方式

の ことで,常 に系統の周波数に合わせて運

転 しようとしますので,こ のようなシステ

ムが単独運転 を行えば,自 分自身が作 り出

している周波数 に合わせ ようとす るもので

すから,た とえ標準周波数からずれた とし

てもインバー タ自身はその事 に気付かず,

糸の切れたたこのように周波数が ドリフ ト

iL×08

L

iL×02

図2三 洋電機中央研究所システムの概念図

することにな ります。

この周波数の ドリフ トを検出することに

より,か な りの確率で系統停電 を検 出でき

ることが分かってお りますが,ま れに単独

運転状態が継続することがあります し,ひ

とつの配電線 にもっとた くさんの太陽光発

電 システムが連系された場合にはどうかと

いうことも問題点 として指摘 されてお りま

す。

(2)三 洋 電 機2kWp(三 洋電機 中央

研究所)

つづ きまして,逆 潮流のない低圧連系の

研究例 としまして,三 洋電機中央研究所に

おける研究の例をご紹介いたします。

図2は その システムの概 念図であ りま

す。三洋のシステムでは負荷に供給する電

力を太陽光発電システム と系統 とで分担 し

てお ります。分担の比率 としましては,太

陽光発電システムが8割,系 統が2割 とい

うのが適当な値 と考えられてお りますが,

太陽光発電 システムの出力が負荷の8割 に

満たない場合には,当 然なが ら不足分は系

統から補充 されます。

このシステムの面白さは,停 電検 出と負

荷急減の検出のアルゴリズムにあ ります。

系統が停電 いたします と,当 然系統から

の電力補充がな くな りますので,負 荷電力

はすべて太陽光発電 システムが供給いたし

ます。 したがいまして,負 荷電力の負担 を

8割 以下にするというルールが崩れますの

で,負 荷電流 とインバータ電流 を見ていれ

ば異常は検出できるわけです。ただ,負 荷

が急減 した時に も,一 時的に太陽光発電 シ

ステムの出力が負荷電力を上回って停電の

時と同 じような現象がおきますので,こ れ
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をどのようにして区別するかが問題 となっ

てきます。

三洋の システムでは,こ のような異常を

検出した場合,す ぐには解列せず,イ ンバ

ー タの出力電圧 を少 しずつ下げるような制

御 を行います。停電の場合は負荷電圧が低

下 しますが,負 荷急減の場合は系統 に連系

されてお りますので,負 荷の電圧は下が ら

ず,イ ンバー タ電流が小さくなってい きま

す。したがいまして,負 荷電圧がある値 よ

り低下 した場合には,系 統が停電 している

と判断 してシステムを解列するようになっ

てお ります。解列までの所要時間は最大で

20サ イクルでございます。

以上系統連系に関する研究開発の現状 とい

うことで,六 つの研究の例をご紹介いたしま

したが,こ こで検討されている事項が,ま さ

に連系のために解決すべ き問題点でございま

す。では,こ こで連系のために解決すべ き問

題点について項 目ごとに整理 してみたいと思

います。

3.連 系のための解決すべ き問題点

表2に,連 系のために解決すべ き課題 とし

て8項 目書いてございますが,こ れらは,基

本的にはコジェネの連系に関す るガイ ドと同

じ思想に基づ いてお ります。

ただ,現 状のコジェネのガイ ドラインとい

うのが,一 般線路における逆潮流を認めてい

ないのに対 し,分 散型電源のプ ロジェクトで

は,一 般線路で逆潮流あ りというケースを想

定しております。また低圧連系についても,

現在電力各社が定めている供給規定では低圧

連系は認められていないのに対 し,本 プロジ

エクトでは低圧連系 も考えてお りますし,低

圧連系で逆潮流あ りの場合についても検討い

たしてお ります。

ただ.検 討 しているとい うことと,連 系で

きるということとは別問題でありまして,特

に低圧連系で逆潮流ありのケースなどは,現

状の技術ではいろいろと問題がございます。

では,項 目ごとに,何 が問題 なのか,ま た解

決への見通 しはどうなのか ということについ

て整理 していきたいと思います。

まず,配 電線連系の前提条件でございます

が,こ れは,系 統停電時に配電系統の負荷 と

分散型電源の容量 とがバランスしてお ります

と,単 独運転継続の原因になりますので,い

かなる場合にも分散型電源の容量 より負荷の

方が大 きい状態にしてお きまして,系 統停電

時に周波数低下によ り分散型電源 を解列させ

ることをねらったものでございます。

これは技術的には余 り問題はあ りませ ん

で,分 散型電源の総容量をどのように規制 し

てい くのかという制度面での問題 になろうか

と思います。

(1)常 時電圧変動

次に常時電圧変動についてお話 しします。

現在の配電系統の電圧運用方法 と申しま

すのは,変 電所から一方向に潮流が流れる

ことを前提 にしまして,電 流が流れること

によって電圧が低下するのを,柱 上変圧器

の タップを変えた り,配 電線の途中に電圧

調整器 を入れた りすることによって低圧の

供給電圧 を適正範囲に持 っていくようにし

ているわけでございます。 しか し配電線の

潮流 とい うのは,時 間帯によって変化して

おりまして,線 路の電圧降下 もそれに伴っ

て変化いたします。 したがいまして,配 電
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表2連 系 の た め の 課 題

連 系 の た め の 課 題

配 電 線連 系の
・配変バンク単位に連系される逆潮流のある分散型電源の総容量が,

前 提 条 件 いかなる場合 でもパンク負荷 を上回 らない こと。

・分散型電源のいかなる運転状態において も低圧適正電圧(101+6V ,

常時電圧 変 動 202±20V)を 維 持 し得 ること。

・電圧プ リッカによる影響 を他 の需要家に及ぼさない こと。

系統並列時等に ・分散型電源のいかなる運転状態においても瞬時電圧低下は,10%
お け る

瞬時電圧 低 下
を上 回 らない こと。

・電力系統の短絡,地 絡,電 圧,周 波数異常に対 して,電 力会社 と同

等の レベルで発電機を解列するこ と。

・分散型電源設置者構内の短絡,地 絡故障等により,電 力系統に影響
保 護 協 調

を与えない こと。

・分散型電源設置者の連系に係わる継電器等は,電 力会社 と同等レベ

ルの機能 を維持す ること。

・配電系統における線路用開閉器操作による線路停止時等いかなる状

保 安 確 保
況で も,電 力系統 に連系 した状態で単独運転 にな らない こと。

高 調 波 対 策 ・高調波に よる影響を他の電気機器に及ぼさない こと。

・分散型電源連系時の短絡容量が,線 路に接続されるしゃ断容量をこ
配 電 系 統 の

え な い こ と。

短 絡 容 量
(高 圧:150MVA,低 圧:1000A)

・分散型電源連系点の力率 は,原 則 として85%以 上100%以 下 と

す る こ と。

そ の 他
・同期発電機を使用する分散型電源にあっては,乱 調が発生 しないよ

うに す る こ と。

線各部の低圧供給電圧 というのは複雑に変

動するわけであ りまして,こ れらのすべて

を適正範囲に収めるとい うのは大変難 しゅ

うございます。

ここに分散型電源が連系されて逆潮流

なんかや ります と,従 来は配電線の末端に

向けて電圧が下がるだけだったのが,部 分

的には逆向きに潮流が流れることもあ りま

すので,配 電線の電圧が途中で持 ち上がっ

たりするわけです。 しか も,従 来だ と負荷
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の変動 とい うのはある程度予測がで きてい

たのが,太 陽光発電や風力発電がぶらさが

ります と,そ れ らの出力の変化は予測がつ

きませんので,か な りの余裕 を見込んで電

圧運用 を行 う必要が出てまい ります。

しか し一方では,余 裕を見込んで運用す

ると申しまして も,現 状の配電系統の電圧

運用におきましては,低 圧供給電圧 という

のは部分的には適正範囲ぎりぎりになって

いる場合もあるわけでありまして,分 散型

電源が連系された状態で低圧供給電圧の適

正維持を行 うというのは極めて難 しい問題

でございます。

(2)系 統並列時の瞬時電圧低下

系統並列時の瞬時電圧低下につきまして

は分散型電源の中では風力発電だけが,系

統並列時に瞬時電圧低下を引き起こします

が,こ れは従来の小水力やゴ ミ発電の場合

とまった く同 じであ りまして,必 要に応 じ

系統並列時の突入電流を制限する限流 リア

ク トルを設置すれば特 に問題はございませ

ん。

燃料電池 と太陽光発電につきましては,

インバータを使用します関係上系統並列時

の瞬時電圧低下 というのはございません。

(3)保 護協調

次に保護協調についてお話 しいたします。

保護の基本は事故箇所 と電源 とを電気的

に切 り離すことであ りまして,配 電線路で

事故が起 きた場合は,配 電用変電所のフィ

ーダ用 しゃ断器 を開放することにより事故

を除去 してお ります。

分散型電源 を配電系統 に連 系す る場合

は,事 故時に分散型電源 をスムーズに解列

させる必要があ りまして,分 散型電源側に

設置す る保護装置の信頼性が重要でありま

す。保護協調の必要性は,コ ジェネレーシ

ョンの場合 とまった く同 じでありますが,

分散型電源 とコジェネレーションとでは様

相が若干違います。ひ とつには燃料電池や

太陽光発電では事故時の挙動が従来型の発

電機 と違うということがございます。また,

小規模のものが多数連系され るであろうと

いうことも予想されますが,そ のすべてに

ついて保護の信頼性が得 られ るか というと

なかなか難 しゅうございます。特 に低圧連

系につきましては,電 力会社内部で もその

ような形態はなかったわけでして,新 たな

保護 システムを開発した としても,信 頼性

はどうかという問題 もございます。

(4)イ呆安確保

次に保安確保についてお話 しいたします。

配電線の停電作業時には,作 業員が直接

線路に触れて作業 を行っている可能性が強

いわけでありますが,こ の時に分散型電源

が連系された状態で運転を行 えば,人 命に

かかわる重大な事故につながる恐れがあ り

ます。したがいまして,こ のような場合に

は,配 電線に連系されているすべての分散

型電源が確実に解列されている必要があ り

まして,コ ジェネレーションの場合は逆電

力しゃ断によって解列させ ることが考えら

れてお ります。

コジェネレーションの場合のように一般

線路においては逆潮流をさせ ない,つ まり

コジェネレーシ ョンで発生する電力はすべ

て需要家構内で消費 し,決 して配電系統に

は送 り込まないとい うシステムです と,逆

電力の検出によって確実に発電機 を解列さ

せ ることができるわけですが,分 散型電
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源の場合,逆 潮流を許すという前提で考え

てお りますので新たな方法が必要 となって

くるわけです。

また,現 行の技術基準では,発 電機を有

する需要家に対 して電力会社 との間に保安

通信設備,つ まり専用電話を設置するよう

義務付けてお りますので,線 路 を停止する

場合は,電 話連絡により各需要家に発電機

の解列を要請することが可能であ ります。

これに対 しまして,現 在検討 を進めており

ます分散型電源の場合は,容 量の小さなも

のが不特定多数に普及することを想定 して

おりますので,低 圧連系のものも含め,す

べての電源につ いて保安通信回路 を設置

し,24時 間体制で運転員が対応するとい

うのは,現 実的に不可能 と思われます。

また,需 要家がそのような対応を採 った

として も,ひ とつのフィーダに数百の分散

型電源が連系 されるような場合には,電 力

会社の対応に問題が生 じてまいります。

したがいまして,分 散型電源が一般 に広

く普及するためには,極 力運転の 自動化を

図るべ きで,停 電作業時の対応にして も,

需要家側の人間が介在することな く自動的

にしか も確実 に並解列 させることがで きれ

ば,そ の方が望 ましいわけでございます。

(5)高 調波対策

次に高調波対策についてお話しいたします。

昨今のCVCF等 サイリスタ応用機器の

急速な普及に伴い,高 調波問題がクローズ

ア ップ されてお りますが,障 害の発生状況

を定量的に扱 うことが難 しいこともあ りま

して,高 調波の許容限度や規制 に関す る検

討は余 り進んでお りません。

しかし,一 方では高調波抑制のための技

術開発は順調に進んでお りまして,小 容量

のインバー タの場合,自 励式パルス幅変調

方式で変調周波数を高 くしたものにつ きま

しては,高 調波の発生その ものを非常に小

さくで きるとい う研究成果 も出てお ります

し,容 量の大きなもので も,自 励式のイン

バータであれば,適 切 に設計 されたフィル

タを設置することにより,高 調波発生量は

かな り低減 できるこ とが分か ってお りま

す。このように高調波対策 につ きましては,

現状の技術レベルで十分に対応可能であり

ますが,高 調波の発生をどのように規制す

べ きかとい うことにつ きましては,単 に分

散型電源の連系問題のみならず,電 力の中

で一般的問題 として扱われるべ きであ りま

して,電 事連等における検討結果 との整合

を取ることが必要になろうか と思われます。

(6)配 電系統の短絡容量

短絡容量につきましては,基 本的にコジ

ェネレー ションと一緒でございますが,燃

料電池や太陽光発電の場合は,コ ジェネよ

りはるかに短絡電流は小さいです し,風 力

にして も,限 流 リアクトルによって対策が

できますので,特 に問題はございません。

低圧につきましても,対 象を太陽光発電

に限れば,短 絡電流というのは高々数十アン

ペアですので問題ないものと思われます。

4.系 統連系検討モデル

以上が連系に関す る問題 点で ございます

が,実 フィール ドにおける実証試験 を行 うま

でに,こ れらの問題点をすべて クリア してお

く必要があ りますので,61年 度より,シ ミュ

レー ションによ りまして詳細検討 を実施す る
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図4周 辺都市商工業地区モデルの概念図

予定となってお りまして,60年 度はその基本

検討 を行 うためのべ一 シックなモデルを作成

いたしました。図3及 び図4が,郊 外住宅地

区と周辺都市商工地区について作成 したモデ

ルでございます。このモデルは図5の 左上の

系統連系問題検討モデルに相当するものでご

ざいまして,61年 度には真ん中の系統連系問

題解析モデルというものを作成いたしまし

て,シ ミュレー シ ョン検討 を行 ってい く予定

で ご ざい ます。

5.実 証研究における実証内容

実証研究における実証内容,つ まり実証研

究でなにをやってい くのかとい うことにつ き

ましては,以 下に挙げるようなことがござい
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ます。

(1)分 散型電源運転の安定性

電源そのものの安定性につきましては,

サンシャイン計画やムーンライ ト計画でか

なりの実績が積 まれていますが,こ こでは,

さらに系統連系 した状態でも安定に運転で

きることを実証いた します。

(2)配 電系統運用への影響

次に配電系統運用への影響ですが,実 フ

ィール ドで実証する時には,問 題がない と

いうことを確認するというスタンスである

べ きでして,前 段のシミュレーション検討

とハー ド面での要素技術の検討が極めて重

要ございます。

(3)分 散型電源の有効性

次に分散型電源の有効性 とい うことです

が,こ れは分散型電源が電力系統の運用に

与えるメリッ トについて実証 しようとい う

のがねらいでございます。考えられるメリ

ットとしましては,昼 間ピー クの抑制効果

とかインバータの電圧調整能力の有効活用

などが考えられます。

6。 実証研究の実施に当たっての留意事

項

最後になりましたが,実 証研究の実施に当

たっての留意事項についてお話 ししたいと思

います。

(1)実 証研究の進め方

図5に 実証研究の進め方を書いてござい

ますが,研 究を進めるに当たりましては,

一方向にのみ進行するのではな く
,適 宜フ

ィー ドバックすることが,必 要であると考

えてお ります。

② 他のプロジェク トとのとの連携の必要性

また,実 証研究を進めるに当た りまして

は,サ ンシャイン計画やムーンライ ト計画

系統連系問題

検討モデル

・問題 点の摘

出

・検 討の方向

付け

・実証研究に

対 す るコメ

ン ト作成

系統連系問題

解析モデル

・詳細モデル

に よる定量

的検討

シ ョン フ ロ

グ ラ ム開 発

要 素 技 術 に

対す るハ ー ド

研究開発

系統連系問題

実証モデル

・模擬系統に

よる実証

・各要素技術

の検証確認

(サ ンシ ャイン計画等他 のプロジェクトと連携)

(
フ
ィ
ー

ル
ド
実

証
)

・新 しい保護

システ ム開

発

・各電源特性

把握

図5実 証 試 験 の 進 め 方
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との連携が必要であ りまして,本 実証研究

と並行 して進め られている他のプロジェク

トに織 り込めるものは極力織 り込んでい く

など,幅 広 くかつ効率良 く検討を進めてい

くべ きであろうと考えております。

(3)実 フィール ドにおける実証試験

実フィール ドにおける実証試験に関しま

しては,一 般 負荷が接続されている系統で実

施 されるものでありますので,万 が一にも一

般需要家に対 して悪影響を与 えるようなもの

であってはならず,前 段での検討に万全 を期

す とい うこ とが極 めて重要 で ございます。

以上,「分散型電源の系統連系に関する諸問

題 と解決への見通 し」 と題 しまして,私 ども

が行いました調査結果につ きまして,概 要 を

ご報告 申し上げました。

大変不慣れで,分 か りず らい点 も多々あっ

か と思いますが,こ れにて私の発表を終わら

せていただきます。 どうもご静聴有難 うござ

いました。

(しげた しょうご)

⊃

)
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閉 会 の あ い さ つ

専務理事 越 川 文 雄

本 日は,多 数 しか も長時間にわた りまして ご参加いただ き,本 当にあ りが とうご

ざい ました。

ところで,私 どもの研究所で は,本 年1月 国際電池技術総合 シンポジウムを開催

いた しまして,外 国か らの30人 を超す参加,そ れ に300人 を超す国内の参加者 とい う

よ うな非常 に盛会なシンポジウム を開催いたしましたけれ ども,本 日も当初予想い

た しました数 をはるかに上回 るご参加 をえて,私 ど も大変 うれ しく思 っているとこ

ろでご ざい ます。本 日のシンポジウムは 「エネルギー総合工学 シンポジウム」 とい

うことで,毎 年 この時期 に恒例行事 として開催 しているものでございます。従 来は

一般公開方式で運営 してまい りましたが
,今 回は,従 来 と方式を変えまして,賛 助

会貝会社及び私 どもの研究所が 日頃お世 話 になってお ります官庁,NEDO等 の

方々に限定 してお招 きをいた したわけで ございます。

日頃なにか と当研究所 につ きまして,ご 指導,ご 鞭　 をいただきまして本 当にあ

りが とうございます。お陰様 をもちまして,再 来年 には研究所創立10周 年 を迎 える

こ とになってお ります。職員数 も40人 を超 し,シ ンクタン クとして も中堅 どころに

成長す ることがで きました。 この4月 にはエネルギー技術情報 センター とい う組識

も作 りまして,ト ピカルな情報収集に も力 を入れてまいろ うとい うことにしてお り

ます。 まだ まだ何 か と至 らぬ面が 多い と思 いますけれ ども,今 後 ともよろし くお願

いいた します。

なお,従 来か ら毎 月賛助会員の方々を対 象 としまして,50人 程度の規模 ですが,

「月例研究会」 とい うものを開催 してお ります
。そこにお きましては,私 どもが 日

頃調査研究活動 をいたしてお ります ことに関連 した トピカルな話題 あるいはハ イ

テ クの一般動向等 をとりあげ まして,ご 紹介 し,質 疑討論 をさせていただいてお る

わけでございます。 とくに賛助会貝の方々におかれましては,こ ういった機会 をも

積極的にご活用いただ くようお願 いいた しまして,私 の本 日の締め括 りの ご挨拶 と

させ ていただ きます。本 日は長時間ご協力いただ き本当にあ りが とうございま した。

これにて閉会させ ていただ きます。(こ しかわ ふみお)
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研究所のうごき
(昭 和61年7月1日 ～9月30日)

◇ 月例研 究会開催

第37回 月例研究会

日 時:8月29日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)ユ ー レカ計画について

(工業技術院技術調査課 元 島直樹氏)

(2)メ タノールの環境影響 につ いて

(主管研究員 高倉 毅)

第38回 月例研究会

日 時:9月26日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1301会 議 室

議 題:

(1)昭 和62年 度 エ ネル ギー関係予算 につ いて

(資源 エネルギー庁長官々房総 務課 湯本

登氏)

(2)海 外 における高 レベル放射性廃棄物処理処

分の研究開発の現状 について

(主管研究員 松井一秋)

◇ 主なできごと

7月8日(火)「FAST」 第1回 委員会開催

11日(金)「 システム評価手法検討」第1回

委員会開催

16日(水)第6回 エネルギー総合工学 シンポ

ジウム開催

21日(月)「 システム評価手法検討」第2回

委員会開催

23日(水)「 原子力プ ラン ト運転の信頼性」

第48回 研究会開催

8月1日(金)「 社会的安全 目標検討」第1回 委

員会開催

11日(月)「 新 シーズ(火 山発電方式)」 第1

回委員会開催

22日(金)「 実用発電用原子炉廃炉技術調査」

第1回 委員会

「原子力長期構想」第7回 懇談会

開催

29日(金)「 プルサーマル」第1回 委員会開

催

8月29日(金)第37回 月例研究会開催

9月1日(月)「 エ ネルギー フロンティア」第1

回委員会開催

10日(火)「 分散型新発電技術実用化実証研

究に関する調査」第1回 委貝会開催

12日(金)「 社会的安全目標検討」第2回 委

貝会開催

17日(水)「 石油TES導 入利用調査」第1

回委貝会開催

18日(木)「SPS(新 シーズ)」 第1回 委貝

会開催

「TES用 ガ スター ビン調査」第

1回 委貝会開催

「システム評価手法検討」第3回

委員会開催

19日(金)「FAST」 第2回 委貝会開催

26日(金)第38回 月例研究会開催

30日(火)「 原子力プ ラン ト運転の信頼性に

関す る研究会」開催(第49回)

◇ 人 事 異 動

07月1日 付

(採 用)小 沢美雄 業務部長に任命

07月7日 付

(採 用)加 藤俊明 研究員に任命,プ ロジェ

クト試験研究部配属

08月1日 付

(採 用)野 口俊郎 主任研究員に任命,プ ロ

ジェク ト試験研究部配属

09月30日 付

主任研究員 渋谷紳一 退職(出 向解除)

07月1日 付

副主席研究

員調査部長 大森栄一 常勤嘱託(期 間は62年6

月30日 まで)

◇ そ の 他
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外 国 出 張

(1)松 井 一秋主管研究員は,「米,加 及び欧州諸

国 における高レベル放射性廃棄物処理処分の

技術開発動向並びに安全論議への対応状況等

に関する現状調査」のため,8月23日 よ り9

月7日 までの間,ス エーデン,ベ ル ギー,ス

}

)



イス,フ ランス並びに米国に出張 した。

(2)渋 谷 紳一主任研究員は,「米,加 及び欧州諸

国 「における高 レベル放射性廃棄物処理処分

の技術開発動向並 びに安全論議への対 応状

況等に関する現状調査」のため,8月23日 よ

り9月20日 までの間,ス エーテ ン,ベ ルギー,

ス イス,フ ランス,ア メリカ並 びにカナダに

出張 した。

(3)谷 口武俊研究員は,「 原子力発電所の平常

時 ・事故環境下での運転性 ・信頼性並びに放

射線 に関す る規制等の安全問題 に関す る国際

会議 に出席」のため,9月27日 よ り10月11日

の 問,米 国に出張 した。
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